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．調査概要Ⅰ

１．調査のフレーム

(1) 調査の目的

震災から９年が経過し、阪神・淡路震災復興計画期間の終了となる平成16年度が

目前に迫り、被災高齢者の見守り体制づくりや復興市街地整備の推進など残された

課題の解決に努めるとともに、ＮＰＯの活動やまちづくり活動など震災復興のプロ

セスの中で生まれ拡がってきた取り組みやしくみを、21世紀の成熟社会につないで

いくことが求められる。

このため 「復興計画最終３か年推進プログラム （H14.12策定）の円滑かつ効、 」

果的な推進を図るため、生活復興、産業復興、復興まちづくりの分野で復興の取り

組みを行っている支援者や企業、団体・ＮＰＯ等を対象に、アンケート調査とヒア

、 、 、リング調査を実施し 復興の現状認識や取り組み状況 課題等を把握するとともに

今後求められる取り組み方策等の検討に資する。

(2) アンケート調査

① 調査対象

被災地において活動している下記の支援者の中から、地域別に、人口に応じて

人数配分し、それぞれの名簿からランダム抽出した（等間隔抽出法 。）

【生活復興分野 100名】

高 齢 世 帯 生 活 災害復興公営住宅等を巡回訪問して、被災者の生活復興の

援助員（ S C S） ための各種の相談や情報提供等を行う。

（ ） ［ ］40名 市町・非常勤嘱託等・102名

高齢者世話付住宅 高齢者世話付住宅に居住する高齢者に対して、生活指導・

生活援助員(LSA) 相談や安否確認、緊急時の対応等の支援を行う。

（ ） ［ ］30名 市町・非常勤嘱託等・119名

民 生 委 員 ・ 社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って、相談

児 童 委 員 や援助、指導を行う。

（ ） ［ ］30名 市町・非常勤特別職・5,370名

＊（ ）内は調査対象数 ［ ］内は支援者の所属と設置人数を示す。、



- 2 -

【産業復興分野 100名】

中 小 企 業 中小企業が抱える経営上の問題点や課題の解決を支援する

支 援 専 門 家 ため、相談やアドバイスを行う。

（ ）［ ］40名 ひょうご中小企業活性化センター・非常勤嘱託・249名

経営技術強化支 地域の中小企業の経営、技術強化等を支援するため、相談

援エキスパート や指導を行う。

（ ） ［ ］40名 兵庫県商工会議所連合会・非常勤嘱託・224名

雇用アドバイザー 雇用の分野の各種支援制度等の情報提供や相談援助等のワ

11名 ンストップサービスを提供する。（ ）

［ ］兵庫県雇用開発協会等・非常勤嘱託・11名

しごと情報広場 中高年齢者・新規学卒者・Ｕターン希望者等の求職活動を

、 、 。ア ド バ イ ザ ー 支援するため セミナーの実施や情報提供 相談等を行う

（ ） ［ ］9名 Hyogoしごと情報広場等・非常勤嘱託・9名

【復興まちづくり分野 100名】

まちづくり専門家 初動期のまちづくりを育成するために、住民団体等の勉強

会・研修会等で専門的・技術的な情報提供や助言を行う。

（ ） ［ ］91名 兵庫県まちづくり技術センター・非常勤嘱託・308名

まち育てサポータ 環境・福祉・文化・地域活動等の分野で、住民主体のまち

ー づくりを支援する。

（ ） ［ ］9名 神戸市市民活動支援課・非常勤嘱託・10名

② 調査方法

郵送自記入・郵送回収方式

③ 調査実施時期

平成１５年６月２６日～７月２２日

④ 有効回答数

１５２名（有効回答率 50.7％）
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⑤ 調査項目

1) 調査対象者の属性について

・性別(Q1) ・年齢(Q2) ・支援者区分(Q3-1) ・活動地域(Q3-2)

・活動開始時期(Q4)

2) 復興の現状認識について

・被災地全体の復旧・復興(Q5) ・分野別の復旧・復興(Q6)

・支援に関わる分野の復旧・復興(Q7)

3) 取り組みの現状・課題について

（取り組みの状況）

・支援活動の状況(Q8) ・支援活動の満足度(Q9-1)

・支援活動の不十分な点(Q9-2) ・多い相談・要望(Q9-3)

（他の支援者との連携）

・他の支援者との連携(Q10-1) ・連携できている支援者(Q10-2)

・連携が望まれる支援者(Q10-3) ・連携できていない原因(Q10-4)

4) 今後求められる取り組み方策について

・早急に必要な取り組み方策(Q11) ・今後検討すべき取り組み方向(Q12)

(3) ヒアリング調査

① 調査対象

アンケート調査で回答の多かった課題等に関連のある以下の10企業、団体・Ｎ

ＰＯ等を選定した。

【生活復興分野 ３団体】

区 分 ヒアリング実施団体等

被災高齢者の見守りの取り組 高齢者総合福祉施設あしや喜楽苑（芦屋市）

み

被災高齢者の生きがいづくり ＨＡＴ神戸脇の浜しごとチーム

の取り組み （神戸市中央区）

地域団体によるコミュニティ 西明石南町自治会（明石市）

づくりの取り組み
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【産業復興分野 ４団体】

区 分 ヒアリング実施団体等

中小企業の経営革新の取り組 クリーンテックス・ジャパン株式会社

み （神戸市西区）

被災商店街の活性化の取り組 西宮中央商店街振興組合（西宮市）

み

ベンチャー企業の取り組み 株式会社クークー（神戸市中央区）

外資系企業の取り組み ＨＰペルツァー・ジャパン株式会社

（神戸市中央区）

【復興まちづくり分野 ３団体】

区 分 ヒアリング実施団体等

ＮＰＯによるまちのにぎわい 特定非営利活動法人新開地まちづくりエヌピ

づくりの取り組み ーオー（神戸市兵庫区）

ＴＭＯによる中心市街地活性 株式会社ティー・エム・オー尼崎（尼崎市）

化の取り組み

（ ）まちづくり協議会による空き 大橋７丁目まちづくり協議会 神戸市長田区

地活用の取り組み

② 調査方法

上記の10企業、団体・ＮＰＯ等を訪問し、担当者等から直接聞き取り調査を行

った。

③ 調査実施時期

平成１５年１１月下旬～１２月上旬
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④ 調査項目

アンケート調査の調査結果等をベースにして、さらに詳細な内容を調査した。

1) 復興の現状認識について

・被災地全体の復旧・復興、活動関連分野の復旧・復興

2) 企業、団体、ＮＰＯ等の活動状況・課題等について

・活動状況、課題、問題点、行政との関わり等

3) 今後求められる取り組み方策について

・早急に必要な取り組み方策、今後検討すべき取り組み方向

(4) 調査実施主体

兵庫県阪神・淡路大震災復興本部総括部復興企画課
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２．調査結果のポイント

(1) 生活復興・産業復興・復興まちづくりの支援者全体の復興の現状認識

① 被災地全体の復旧・復興の認識は 「かなり速い 「やや速い」の、 」

合計が、前回調査時と比べて１０．７ポイント上昇している。(Q5)

被災地全体の復旧・復興の認識は 「かなり速い 「やや速い」の合計が50.7、 」

％（ 前回調査比+10.7ポイント) 「やや遅い 「かなり遅い｣の合計が9.8％(同＊ 、 」

-11.5ポイント）となり、前回調査時（平成13年度）と比べると、被災地全体の

復興が速いと認識している回答者の割合が増加し、遅いと認識している回答者の

割合が減少している。

② 「ライフライン 「住まいづくり 「道路・鉄道・港湾等 「街並み・」 」 」

景観 「区画整理・市街地再開発」の復興が進んでいるとの認識が」

多い。(Q6)

「ライフライン （ 復興指数57.2 「住まいづくり （同55.9 「道路・鉄道」 ）、 」 ）、＊

・港湾等 （同44.1 「街並み・景観 （同43.4 「区画整理・市街地再開発」」 ）、 」 ）、

（同40.8）など住宅、市街地整備、インフラ分野の復興が進んでいるとの認識が

多い。

（＊「復興指数」とは 「復興が進んでいる」とした回答者の割合から「復興が進んで、

いない」とした回答者の割合を差し引いた数値である ）。

被災地全体の復旧・復興（Q5）

どちらともいえない

39.5%

やや遅い

7.9%

かなり遅い

1.9%
かなり速い

14.5%

やや速い

36.2%
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③ 「震災の経験と教訓の継承・発信 「地域活動・ボランタリー活動」」

「地域の見守り体制」においても、復興が進んでいるとの認識が

比較的多い。(Q6)

「震災の経験と教訓の継承・発信 （復興指数38.8 「地域活動・ボランタリ」 ）、

ー活動 （同32.2 「地域の見守り体制 （同26.3）など、震災を契機に拡がっ」 ）、 」

た取り組みについても、復興が進んでいるとの認識が比較的多い。

④ 産業・雇用分野の復興指数は、全体的に低いが、前回調査時より

良化傾向となっている。(Q6)

「雇用 （復興指数－57.9 「既存産業の活性化 （同－40.2 「産業構造改」 ）、 」 ）、

革 （同－21.1）など産業・雇用分野の復興指数は、全体的に低いが、前回調査」

、「 」（ ）、「 」時と比べると 新産業の創造 前回調査比＋27.6ポイント 産業構造改革

（同＋22.1ポイント）をはじめ、前回調査時より5.5～27.6ポイント上昇し、良

化傾向となっている。

復興指数（Q6）
（＊「復興が進んでいる」とした回答者の割合－「復興が進んでいない」とした回答者の割合）
区 分 ①復興が進ん ②復興が進ん 復興指数 前回調査比

でいる(%) でいない(%) (ﾎﾟｲﾝﾄ)①－②
59.2 2.0 +5.6ライフライン 57.2
60.5 4.6 -5.4住まいづくり 55.9
47.4 3.3 -14.0道路・鉄道・港湾等 44.1
52.6 9.2 -14.6街並み・景観 43.4
46.1 5.3 +8.6区画整理・市街地再開発 40.8
45.4 6.6 +13.0震災の経験と教訓の継承・発信 38.8
41.4 9.2 -1.4地域活動・ボランタリー活動 32.2
40.8 14.5 +6.9地域の見守り体制 26.3

行政の危機管理体制づくり 31.6 8.6 23.0 +6.3
教育・体験活動 30.9 8.6 22.3 +18.9
安全・安心のまちづくり 32.9 11.2 21.7 -8.6
河川・海岸・ダム等 24.3 5.3 19.0 -4.3
新都市づくり 25.0 8.6 16.4 +0.3
コミュニティづくり 32.2 16.4 15.8 +4.9
災害救急医療 24.3 9.2 15.1 -12.0
環 境 27.6 14.5 13.1 +7.3
防災基盤・施設 19.7 7.9 11.8 -22.4
多文化社会づくり 19.1 13.2 5.9 +14.3
文 化 17.1 11.8 5.3 -5.1
バリアフリーのまちづくり 27.6 27.0 0.6 +3.8
新産業の創造 -8.5 +27.613.2 21.7
国際経済交流 -15.8 +5.54.6 20.4
産業構造改革 -21.1 +22.19.2 30.3
都市と農村漁村の交流 7.9 30.9 -23.0 -2.3
既存産業の活性化 -40.2 +11.43.9 44.1
雇 用 -57.9 +15.01.3 59.2
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(2) 生活復興支援の取り組みの現状、課題、今後の取り組み方策

1) 取り組みの現状

① 生活復興支援分野の復旧・復興が速いとの認識は、前回調査時より

も上昇傾向となっている。(Q7･Q9･Q10)

アンケート調査結果によると、生活復興支援分野の復旧・復興については、

「かなり速い 「やや速い」の合計が40.5％（前回調査比+11.3％）となり、」

前回調査時よりも上昇傾向となっている。

また、支援活動は８割以上の支援者が良好な状況であり、在宅介護支援セン

ターやケアマネジャーなど他の支援者との連携も８割以上の支援者が良好な状

況である。

② 被災地各地で、さまざまな工夫を凝らした取り組みが展開されてい

る。(ﾋｱﾘﾝｸﾞ)

ヒアリング調査によると、

1)社会福祉施設による、24時間常駐の生活援助員（LSA）派遣事業や、高

齢者が自立して共同生活する生活支援型グループハウスの取り組み、交

流スペースを開放した地域との交流

2)地域の高齢者が中心になったチーム（企業組合）による、高齢者に仕事

を提供し生きがいづくりにつなげる取り組み

3)地域団体による、駅前広場を活用したコミュニティづくりの取り組み

など、被災地各地で、さまざまな工夫を凝らしたユニークな取り組みが展開

されている。

支援に関わる分野の復旧・復興（Q7）

無回答

4.5%

かなり遅い

5.6%

やや遅い

7.9%

どちらともいえない

41.6%

やや速い

32.6%

かなり速い

7.9%
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2) 課題・今後の取り組み方策

① 地域を巻き込んだ見守り体制の整備や、夜間・休日の対応等が必要

である。(Q11･Q12)

アンケート調査結果を踏まえた、今後必要と考えられる取り組みは、

1)「地域を巻き込んだ見守り体制の構築 （71.9％）」

2)「夜間・休日における高齢者の見守りの対応 （67.4％）」

3)「これまで重点的に支援を展開してきた災害復興公営住宅だけでなく、

一般の公営住宅での高齢者の見守りの必要性 （61.8％）」

4)「見守り活動における支援者、自治会、ＮＰＯ等の連携 （51.7％）」

[ ]早急に必要な取り組み方策（複数回答）
支援者の増加 高齢者等の多 夜間・休日の シルバーハウ 支援者間の連

による訪問回 様な要望に対 見守り体制の ジング以外へ 携ネットワーク その他区 分
数の増加 応するための 充実 の緊急通報装

体制の強化 置の設置

総 計 14 48 60 29 46 4
(n=89) 15.7% 53.9% 67.4% 32.6% 51.7% 4.5%

％の母数は回答者数

[ ]今後検討していくべき取り組み方向（複数回答）
災害復興公営住 地域住民を巻き込 見守り活動におけ 公営住宅の空き室

宅だけでなく一般 んだ見守り体制の る支援者、自治会、 等を活用した見守区 分
の公営住宅での 整備 NPO等の連携 り活動の取り組み

高齢者の見守り

体制の整備

総 計 55 64 46 29
(n=89) 61.8% 71.9% 51.7% 32.6%

％の母数は回答者数

② ネットワークづくりや、団体へのノウハウ提供や活動資金の支援等

が必要である。(ﾋｱﾘﾝｸﾞ)

ヒアリング調査結果を踏まえた、今後必要と考えられる取り組みは、

1)高齢者の「外出する意欲」を引き出す仕掛けづくりや「閉じこもり」を

キャッチするネットワークづくり

2)在宅介護の支援体制の充実や小規模グループハウスの設置

3)SCSの配置など復興基金を活用して弾力的かつ効果的に実施してきた高

齢者の見守りや生きがいづくり・コミュニティづくりの事業の一般施策

への移行

4)高齢者の生きがいづくりへの支援や支援団体へのノウハウや活動資金等

の支援

5)地域団体・支援者・行政が連携した高齢者の見守り

6)地域のコミュニティ活動の拠点づくりとその活用 等
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(3) 産業復興支援の取り組みの現状、課題、今後の取り組み方策

1) 取り組みの現状

① 支援活動が良好でないと認識している支援者の割合が、前回調査時

より大幅に減少し、底上げ傾向となっている。(Q7･Q9･Q10)

アンケート調査結果によると、産業復興支援分野の復旧・復興については、

「かなり速い 「やや速い」の合計が14.7％（前回調査比-1.5ポイント 「か」 ）、

なり遅い 「やや遅い」の合計が41.2％（前回調査比-2.0ポイント）となり、」

前回調査時からほとんど変化はない。

支援活動が良好な状況にある支援者は35.3％（前回調査比+0.2ポイント）で

前回並みであるものの、良好でない支援者は20.5％（前回調査比-30.9ポイン

ト）とかなり減少し、支援活動は前回調査時より大幅に底上げ傾向である。

[ ]支援活動の状況

うまくいって どちらかとい どちらともい どちらかとい うまくいって

いる えばうまくい えない えばうまくい いない 無回答区 分
っている っていない

総 計 1 11 13 6 1 2
(n=34) 2.9% 32.4% 38.2% 17.6% 2.9% 6.0%

② 厳しい経済情勢のなか、意欲や工夫にあふれた取り組みが展開され

ている。(ﾋｱﾘﾝｸﾞ)

ヒアリング調査結果によると、

1)中小企業による、組織的能力向上のための研修等による従業員の能力開

発等の経営革新やＩＳＯ取得の取り組み

2)商店街組合による、複合再開発ビル完成に合わせた商店街のアーケード

撤去等のリニューアル、イメージアップの取り組み、商店街のコミュニ

ティ広場を活用したにぎわいづくり

3)ベンチャー企業による、ＩＴを活用した商店街の連携サイトづくりや自

治体サイトの作成・運営等の委託

4)外資系企業による、国際経済拠点地区への進出、オフィス賃料補助等の

支援制度を効果的に活用した事業展開の取り組み

など、厳しい経済情勢のなか、意欲や工夫にあふれた取り組みが展開されて

いる。
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2) 課題・今後の取り組み方策

。① 中小企業の経営革新への支援や金融支援制度の充実等が必要である
(Q11･Q12)

アンケート調査結果を踏まえた、今後必要と考えられる取り組みは、

「 （ 、 ）1) 経営革新・新分野進出等への支援の充実 助成金 相談・情報提供等

（52.9％）

2)「中小企業の経営基盤強化のための金融支援制度の充実 （44.1％）」

3)「支援者間の連携ネットワークの確立 （35.3％）」

[ ]早急に必要な取り組み方策（複数回答）
事業者等へ 基盤整備な 経営革新・新 空き店舗等 支援者間の

の金融支援 どのハー ド 分野進出等 を活用したソ 連携ネットワ その他区 分
の充実 整備への支 への支援の フト事業など ークの確立

援の充実 充実 への支援の

充実

総計(n=34) 12 3 18 10 12 0
35.3% 8.8% 52.9% 29.4% 35.3% 0.0%

％の母数は回答者数

[ ]今後検討していくべき取り組み方向（複数回答）
中小企業の 中小企業の 商店街等の 商店街等の

第二創業・経 経営基盤強 コミュニティ 空き店舗等 その他区 分
営革新を促 化のための 機能向上へ を活用したに

していく効果 金融支援制 の取り組み ぎわいづくり

的な支援の 度の充実 の取り組み

取り組み

総計(n=34) 18 15 4 9 0
52.9% 44.1% 11.8% 26.5% 0.0%

％の母数は回答者数

② 将来性等を評価した融資制度やＩＴを活用した商店街活性化等が

必要である。(ﾋｱﾘﾝｸﾞ)

ヒアリング調査結果を踏まえた、今後必要と考えられる取り組みは、

1)企業の将来性や成長力を評価した無担保融資や低利融資等の支援等によ

る重点的な企業育成

2)ＩＴを活用した地域情報や空き店舗情報等の発信による商店街の活性化

3)中小企業やベンチャー企業への支援制度にかかる申請書類の簡略化や手

続きのスピードアップ

4)復興基金を活用した商店街活性化への支援事業の平成17年度以降の一般

施策化

5)支援者の連携のための情報交換等の場の設置

6)行政による企業への支援情報の提供・発信における外国語表記の推進

7)（財）阪神・淡路産業復興推進機構のひょうご投資サポートセンター事

業などこれまで復興事業として取り組んできた事業の一般施策としての

展開 等
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(4) 復興まちづくり支援の取り組みの現状、課題、今後の取り組み方策

1) 取り組みの現状

① 復興まちづくり分野の復旧・復興の現状認識は、まだら模様の傾向

である。(Q7･Q9･Q10)

アンケート調査結果によると、復興まちづくり支援分野の復旧・復興につい

、「 」「 」 、「 」「 」ては かなり速い やや速い の合計が31.0％ かなり遅い やや遅い

の合計が37.9％ 「どちらともいえない」が20.7％となり、全体としては、ま、

だら模様の傾向となっている。

② 被災地各地でユニークなまちづくりの取り組みが展開されている。

(ﾋｱﾘﾝｸﾞ)

ヒアリング調査結果によると、

1)ＮＰＯによる、フェスティバルの開催によるにぎわいづくりや、町内会

が参加し、防犯やにぎわい創出にもつながる灯りのまちなみづくり

2)ＴＭＯによる、まちの名物再発見の運動

3)まちづくり協議会による、市街地再開発事業への住民意見の反映の取り

組みや、花壇づくりを通じた地域のにぎわいづくりや交流の取り組み

など、被災地各地でユニークなまちづくりの取り組みが展開されている。

支援に関わる分野の復旧・復興（Q7）

やや遅い

31.0%

かなり遅い

6.9%

どちらともいえない

20.7%

やや速い

20.7%

かなり速い

10.3%

無回答

10.4%
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2) 課題・今後の取り組み方策

① まちづくり協議会等の活動基盤強化のための助成等の充実等が必要

である。(Q11･Q12)

アンケート調査結果を踏まえた、今後必要と考えられる取り組みは、

1)「まちづくり協議会等の活動基盤強化のための助成等の充実による自律

的なまちづくりの推進 （69.0％）」

2)「まちづくり活動におけるまちづくり協議会やＮＰＯ等の連携の取り組

みの推進 （51.7％）」

3)「空き地を活用したにぎわいづくりや緑化活動の推進 （44.8％）」

[ ]早急に必要な取り組み方策（複数回答）
震災復興公 まちづくり協 空き地を活 支援者間の

営住宅等の 議会等の活 用 し た に ぎ 連携ネットワ その他区 分
住民と一般 動基盤強化 わいづくりや ークの確立

地域住民と のための助 緑化活動の

の交流・連携 成等の充実 推進

総計(n=29) 6 20 13 10 2
20.7% 69.0% 44.8% 34.5% 6.9%

％の母数は回答者数

[ ]今後検討していくべき取り組み方向（複数回答）
空き地を活 震災による まちづくり協 まちづくり活

用したｺﾐｭﾆﾃ 人口構成や 議会等への 動における その他区 分
ｨづくり・にぎ 土地利用の 支援の充実 まちづくり協

わいづくり 変化等に対 による自律 議会やNPO

応したまちづ 的なまちづく 等の連携の

くりの展開 りの推進 取り組み

総計(n=29) 9 7 20 15 2
31.0% 24.1% 69.0% 51.7% 6.9%

％の母数は回答者数

② 地域のコミュニティスペースを活用した世代間・地域間交流の取り

組みへの支援等が必要である。(ﾋｱﾘﾝｸﾞ)

ヒアリング調査結果を踏まえた、今後必要と考えられる取り組みは、

1)地域のコミュニティスペースを活用した世代間交流・地域間交流の取り

組みへの支援

2)震災後のマンション建設等による人口増加に伴う地域コミュニティのつ

ながりの希薄化に対応したイベント等の開催によるまちの活性化

3)ＴＭＯの活動に対する資金面や運営面への支援

4)支援制度にかかる条件の緩和や手続きの簡素化

5)まちづくり活動において重要な役割を果たしているまちづくり協議会や

ＮＰＯの活動への支援の継続・充実 等



Ⅱ．アンケート調査結果

１．全 体

２．生 活 復 興

３．産 業 復 興

４．復興まちづくり



Ⅱ．アンケート調査結果

　１．全体

　　(1)　回答者の属性

　　①　分野別・支援者別回答者数

　　　　有効回答者数は152人（有効回答率50.7％）で、その内訳は、生活復興分野が89人（同

　　　89.0％）、産業復興分野が34人（同34.0％）、復興まちづくり分野は29人（同29.0％）で

　　　ある。

　　　　　1-1　分野別回答者数（Q3-1） 1-2　支援者別回答者数（Q3-1）
分　　野 発送数 回答数 有効回答率 支援者区分 発送数 回答数 有効回答率

生活復興 100 89(58.6%) 89.0%
高齢世帯
生活援助員

40 39(25.7%) 97.5%

産業復興 100 34(22.4%) 34.0% 生活援助員 30 29(19.1%) 96.7%

復興まちづく
り

100 29(19.1%) 29.0%
民生委員
児童委員

30 21(13.8%) 70.0%

総計 300 152(100.0%) 50.7%
中小企業
支援専門家

40 18(11.8%) 45.0%

経営技術
強化支援
ｴｷｽﾊﾟｰﾄ

40 5(3.3%) 12.5%

雇用
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ

11 5(3.3%) 45.5%

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ

9 6(3.9%) 66.7%

まちづくり
専門家

91 21(13.8%) 23.1%

まち育て
ｻﾎﾟｰﾀｰ

9 8(5.3%) 88.9%

総計 300 152(100.0%) 50.7%

　　②　男女別・年齢別比率

　　　　　2　男女別・年齢別比率（Q1、Q2）
年齢
29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

男 1.3% 4.6% 5.9% 12.5% 25.7% 50.0%
女 4.6% 6.6% 19.1% 10.5% 9.2% 50.0%
総計 5.9% 11.2% 25.0% 23.0% 34.9% 100.0%

　　③　活動地域
　　　　神戸地域が42.8％、阪神地域が40.8％と、この２地域で全体の8割強を占めている。

　　　　　3 活動地域（Q3-2）
活動地域 回答数 構成比
神戸地域 65 42.8%
阪神地域 62 40.8%
東播磨地域 4 2.6%
淡路地域 5 3.3%
被災地全域 1 0.7%

県内全域 10 6.6%
その他 4 2.6%
無回答 1 0.7%
総計 152 100.0%

　　　　男女別では、男性50.0％、女性50.0％である。
　　　　年齢別では、男性の60歳以上が25.7％、50歳代が12.5％となっており、女性の40歳代が
　　　19.1％、50歳代が10.5％である。

性別 総計
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　　④　支援活動の開始時期
　　　　「震災後、活動を始めた」が77.0％、「震災前から活動している」が20.4%である。

　　　　　4-1　活動開始時期について（Q4） 4-2　活動開始年（Q4）
震災前・後 回答数 構成比 活動開始年 回答数 構成比
震災前から
活動してい
る

31 20.4%
昭和30年以
前

1 0.7%

震災後、活
動を始めた

117 77.0%
昭和30年～
39年

1 0.7%

無回答 4 2.6%
昭和40年～
49年

8 5.3%

総計 152 100.0%
昭和50年～
59年

7 4.6%

昭和60年～
63年

7 4.6%

平成元年 2 1.3%
平成2年 0 0.0%
平成3年 0 0.0%
平成4年 2 1.3%
平成5年 2 1.3%
平成6年 0 0.0%
平成7年 19 12.5%
平成8年 4 2.6%
平成9年 15 9.9%
平成10年 7 4.6%
平成1１年 10 6.6%
平成12年 13 8.5%
平成13年 14 9.2%
平成14年 21 13.8%
平成15年 14 9.2%
無回答 5 3.3%

　　(2)　復興の現状認識 総計 152 100.0%

　　①　被災地全体の復旧・復興
　　　　被災地全体の復旧・復興の認識は、「かなり速い」(14.5％)「やや速い」(36.2％)の合計

　　　が50.7％（＊前回調査比＋10.7ポイント）、「やや遅い」(7.9％)、「かなり遅い」(1.9％)
　　　の合計が9.8％(同-11.5ポイント)である。
　　　　地域別では、神戸地域の「かなり速い」「やや速い」が44.6％(同＋1.7ポイント)に比べ、
　　　阪神地域が61.3％(同＋21.3ポイント)と高い。

＊「前回調査比」とは、平成１３年度に今回と同様の内容を調査した「復興モニター調査2001」での同じ質問に対する回答結果との比較である。

被災地の復
旧・復興

回答数 構成比

かなり速い 22 14.5%
やや速い 55 36.2%
どちらともいえ 60 39.5%
やや遅い 12 7.9%
かなり遅い 3 2.0%
総計 152 100.0%

　　　　　5-2　被災地の復旧・復興・地域別（Q3-2、Q5）

かなり速い やや速い ふつう やや遅い かなり遅い
神戸地域 10(15.4%) 19(29.2%) 29(44.6%) 4(6.2%) 3(4.6%) 65(100.0%)
阪神地域 11(17.7%) 27(43.6%) 21(33.9%) 3(4.8%) 0(0.0%) 62(100.0%)
東播磨地域 1(25.0%) 2(50.0%) 1(25.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 4(100.0%)
淡路地域 0(0.0%) 0(0.0%) 3(60.0%) 2(40.0%) 0(0.0%) 5(100.0%)
被災地全域 0(0.0%) 1(100.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 1(100.0%)
県内全域 0(0.0%) 3(30.0%) 5(50.0%) 2(20.0%) 0(0.0%) 10(100.0%)
その他 0(0.0%) 2(50.0%) 1(25.0%) 1(25.0%) 0(0.0%) 4(100.0%)
無回答 0(0.0%) 1(100.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 0(0.0%) 1(100.0%)
総計 22(14.5%) 55(36.2%) 60(39.5%) 12(7.9%) 3(1.9%) 152(100.0%)

被災地全体の復旧・復興
総計活動地域

5-1　被災地全体の復旧・復興
（Q5）

かなり遅い
1.9%

やや遅い
7.9%

どちらともいえない

39.5%

やや速い
36.2%

かなり速い
14.5%
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　　②　分野別の復旧・復興
　　　　「住まいづくり」「ライフライン」「街並み・景観」「道路・鉄道・港湾等」「区画整
　　　理・市街地再開発」など住宅、市街地整備、インフラ分野の復興が進んでいるとの認識が
　　　多いが、「雇用」「既存産業の活性化」など産業復興分野は全体的に低い。

　　　　＊復興指数の高い順に並べると、表6-2のとおりである。

　　　　　6-1 分野別の復旧・復興（Q6）

区分
復興が進ん
でいる

どちらともい
えない

復興が進ん
でいない

無回答 総計

62 55 22 13 152
40.8% 36.2% 14.5% 8.5% 100.0%
49 66 25 12 152
32.2% 43.4% 16.4% 8.0% 100.0%
92 38 7 15 152
60.5% 25.0% 4.6% 9.9% 100.0%

42 60 41 9 152

27.6% 39.5% 27.0% 5.9% 100.0%

63 51 14 24 152

41.4% 33.6% 9.2% 15.8% 100.0%

47 60 13 32 152
30.9% 39.5% 8.6% 21.0% 100.0%
26 75 18 33 152
17.1% 49.3% 11.8% 21.8% 100.0%
80 39 14 19 152
52.6% 25.7% 9.2% 12.5% 100.0%
29 66 20 37 152
19.1% 43.4% 13.2% 24.3% 100.0%

12 54 47 39 152

7.9% 35.3% 30.9% 25.9% 100.0%

6 52 67 27 152
3.9% 34.2% 44.1% 17.8% 100.0%
20 59 33 40 152
13.2% 38.8% 21.7% 26.3% 100.0%
7 68 31 46 152
4.6% 44.7% 20.4% 30.3% 100.0%
14 46 46 46 152
9.2% 30.3% 30.3% 30.2% 100.0%
2 34 90 26 152
1.3% 22.4% 59.2% 17.1% 100.0%

50 60 17 25 152

32.9% 39.5% 11.2% 16.4% 100.0%

48 61 13 30 152

31.6% 40.1% 8.6% 19.7% 100.0%

37 64 14 37 152
24.3% 42.1% 9.2% 24.4% 100.0%
30 68 12 42 152
19.7% 44.7% 7.9% 27.7% 100.0%

69 41 10 32 152

45.4% 27.0% 6.6% 21.0% 100.0%

70 50 8 24 152

46.1% 32.9% 5.3% 15.7% 100.0%

42 62 22 26 152
27.6% 40.8% 14.5% 17.1% 100.0%
38 67 13 34 152
25.0% 44.1% 8.6% 22.3% 100.0%
72 42 5 33 152
47.4% 27.6% 3.3% 21.7% 100.0%
90 37 3 22 152
59.2% 24.3% 2.0% 14.5% 100.0%
37 63 8 44 152
24.3% 41.4% 5.3% 29.0% 100.0%

既存産業の
活性化
新産業の創
造

ライフライン

河川・海岸・
ダム等

区画整理・
市街地再開
発

環境

新都市づくり

道路・鉄道・
港湾等

雇用

安全・安心
のまちづくり

災害救急医
療
防災基盤・
施設
震災の経験
と教訓の継
承・発信

街並み・景
観
多文化社会
づくり

都市と農山
漁村の交流

地域活動・
ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活
動
教育・体験
活動

文化

行政の危機
管理体制づ
くり

国際経済交
流
産業構造改
革

地域の見守
り体制.
ｺﾐｭﾆﾃｨづく
り

住まいづくり

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰの
まちづくり
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区分
復興が進ん
でいる

どちらともい
えない

復興が進ん
でいない

無回答

合計 28.7% 36.4% 15.5% 19.4%

河川・海岸・ダ 24.3% 41.4% 5.3% 28.9%
ライフライン 59.2% 24.3% 2.0% 14.5%
道路・鉄道・港 47.4% 27.6% 3.3% 21.7%
新都市づくり 25.0% 44.1% 8.6% 22.4%
環境 27.6% 40.8% 14.5% 17.1%
区画整理・市 46.1% 32.9% 5.3% 15.8%

震災の経験と 45.4% 27.0% 6.6% 21.1%
防災基盤・施 19.7% 44.7% 7.9% 27.6%
災害救急医療 24.3% 42.1% 9.2% 24.3%
行政の危機管 31.6% 40.1% 8.6% 19.7%
安全・安心の 32.9% 39.5% 11.2% 16.4%

雇用 1.3% 22.4% 59.2% 17.1%
産業構造改革 9.2% 30.3% 30.3% 30.3%
国際経済交流 4.6% 44.7% 20.4% 30.3%
新産業の創造 13.2% 38.8% 21.7% 26.3%
既存産業の活 3.9% 34.2% 44.1% 17.8%

都市と農山漁 7.9% 35.3% 30.9% 25.7%
多文化社会づ 19.1% 43.4% 13.2% 24.3%
街並み・景観 52.6% 25.7% 9.2% 12.5%
文化 17.1% 49.3% 11.8% 21.7%
教育・体験活 30.9% 39.5% 8.6% 21.1%
地域活動・ﾎﾞ 41.4% 33.6% 9.2% 15.8%

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰのま 27.6% 39.5% 27.0% 5.9%
住まいづくり 60.5% 25.0% 4.6% 9.9%
ｺﾐｭﾆﾃｨづくり 32.2% 43.4% 16.4% 7.9%
地域の見守り 40.8% 36.2% 14.5% 8.6%

6-1　分野別の復旧・復興
(Q6）

28.7%

24.3%

59.2%

47.4%

25.0%

27.6%

46.1%

45.4%

19.7%

24.3%

31.6%

32.9%

1.3%

9.2%

4.6%

13.2%

3.9%

7.9%

19.1%

52.6%

17.1%

30.9%

41.4%

27.6%

60.5%

32.2%

40.8%

36.4%

41.4%

24.3%

27.6%

44.1%

40.8%

32.9%

27.0%

44.7%

42.1%

40.1%

39.5%

22.4%

30.3%

44.7%

38.8%

34.2%

35.3%

43.4%

25.7%

49.3%

39.5%

33.6%

39.5%

25.0%

43.4%

36.2%

15.5%

5.3%

2.0%

3.3%

8.6%

14.5%

5.3%

6.6%

7.9%

9.2%

8.6%

11.2%

59.2%

30.3%

20.4%

21.7%

44.1%

30.9%

13.2%

9.2%

11.8%

8.6%

9.2%

27.0%

4.6%

16.4%

14.5%

19.4%

28.9%

14.5%

21.7%

22.4%

17.1%

15.8%

21.1%

27.6%

24.3%

19.7%

16.4%

17.1%

30.3%

30.3%

26.3%

17.8%

25.7%

24.3%

12.5%

21.7%

21.1%

15.8%

5.9%

9.9%

7.9%

8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

河川・海岸・ダム等

ライフライン

道路・鉄道・港湾等

新都市づくり

環境

区画整理・市街地再開発

震災の経験と教訓の継承・発信

防災基盤・施設

災害救急医療

行政の危機管理体制づくり

安全・安心のまちづくり

雇用

産業構造改革

国際経済交流

新産業の創造

既存産業の活性化

都市と農山漁村の交流

多文化社会づくり

街並み・景観

文化

教育・体験活動

地域活動・ﾎﾞﾗﾝﾀﾘｰ活動

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰのまちづくり

住まいづくり

ｺﾐｭﾆﾃｨづくり

地域の見守り体制.

復興が進んでいる

どちらともいえない

復興が進んでいない

無回答
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　　　　復興指数は、「ライフライン」(57.2)、「住まいづくり」(55.9)、「道路・鉄道・港
　　　湾等」(44.1)、「街並み・景観」(43.4)、「区画整理・市街地再開発」(40.8)のほか、
　　　「震災の経験と教訓の継承・発信」(38.8)、「地域活動・ボランタリー活動」(32.2)など
　　　が高い。
　　　　一方、「雇用」(-57.9）、「既存産業の活性化」（-40.2)など産業・雇用分野は全体的
　　　に低くなっているが、前回調査時の復興指数と比べると、「新産業の創造」(前回調査比
　　　＋27.6ポイント）、「産業構造改革」(同＋22.1ポイント)をはじめ、産業・雇用分野は、
　　　前回調査時より5.5～27.6ポイント上昇している。
　　　
　　　　　6-2 復興指数（Q6）（＊「復興が進んでいる」とした回答者の割合－「復興が進んでいない」とした回答者の割合）

区分
①復興が進
んでいる
(%)

②復興が進
んでいない
(%)

復興指数
①－②

前回調査比
(ﾎﾟｲﾝﾄ)

ライフライン
59.2 2.0 57.2 +5.6

住まいづくり
60.5 4.6 55.9 -5.4

道路・鉄道・
港湾等 47.4 3.3 44.1 -14.0
街並み・景
観 52.6 9.2 43.4 -14.6
区画整理・
市街地再開 46.1 5.3 40.8 +8.6
震災の経験
と教訓の継
承・発信 45.4 6.6 38.8 +13.0
地域活動・
ボランタリー
活動 41.4 9.2 32.2 -1.4
地域の見守
り体制 40.8 14.5 26.3 +6.9
行政の危機
管理体制づ
くり 31.6 8.6 23.0 +6.3
教育・体験
活動 30.9 8.6 22.3 +18.9
安全・安心
のまちづくり 32.9 11.2 21.7 -8.6
河川・海岸・
ダム等 24.3 5.3 19.0 -4.3
新都市づくり

25.0 8.6 16.4 +0.3
コミュニティ
づくり 32.2 16.4 15.8 +4.9
災害救急医
療 24.3 9.2 15.1 -12.0
環境

27.6 14.5 13.1 +7.3
防災基盤・
施設 19.7 7.9 11.8 -22.4
多文化社会
づくり 19.1 13.2 5.9 +14.3
文化

17.1 11.8 5.3 -5.1
バリアフリー
のまちづくり 27.6 27.0 0.6 +3.8
新産業の創
造 13.2 21.7 -8.5 +27.6
国際経済交
流 4.6 20.4 -15.8 +5.5
産業構造改
革 9.2 30.3 -21.1 +22.1
都市と農村
漁村の交流 7.9 30.9 -23.0 -2.3
既存産業の
活性化 3.9 44.1 -40.2 +11.4
雇用

1.3 59.2 -57.9 +15.0
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　２．生活復興

　　(1)　回答者の属性

　　①　支援者別回答数・男女別比率
　　　　有効回答者数は89人(有効回答率89％)で、その内訳は、高齢世帯生活援助員(SCS)が39人
　　　(43.8％)、生活援助員(LSA)が29人(32.6％)、民生委員・児童委員が21人（23.6％)である。
　　　　男女別比率は、全体では男性が27.0％、女性が73.0％、SCSでは男性が25.6％、女性が
　　　74.4％、LSAでは男性が20.7％、女性が79.3％、民生委員・児童委員では男性が38.1％、女
　　　性が61.9％である。

7  支援者別回答数（Q3-1）

SCS LSA
民生委員・
児童委員

10 6 8 24
25.6% 20.7% 38.1% 27.0%
29 23 13 65
74.4% 79.3% 61.9% 73.0%
39 29 21 89
43.8% 32.6% 23.6% 100.0%

　　②　年齢別比率
　　　　年齢別比率は、全体では60歳以上が34.8％、40歳代が28.1％、SCSでは40歳代が30.7％、
　　　50歳代が23.1％、LSAでは40歳代が44.9％、60歳以上が20.7％、民生委員・児童委員では
　　　60歳以上が81.0％である。

8  年齢別（Q2、Q3-1）

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
4 6 12 9 8 39
10.3% 15.4% 30.7% 23.1% 20.5% 100.0%
4 3 13 3 6 29
13.8% 10.3% 44.9% 10.3% 20.7% 100.0%
0 0 0 4 17 21
0.0% 0.0% 0.0% 19.0% 81.0% 100.0%
8 9 25 16 31 89
9.0% 10.1% 28.1% 18.0% 34.8% 100.0%

　　③　活動地域
　　　　神戸地域が40.4％、阪神地域が50.6％である。

9　活動地域（Q3-1、Q3-2）
活動地域

神戸地域 阪神地域 東播磨地域 淡路地域
被災地域全
域

県内全域 その他 無回答

36 45 2 4 － － 2 0 89
40.4% 50.6% 2.2% 4.5% － － 2.3% 0.0% 100.0%

　　④　活動開始時期
　　　　SCS、LSAは全員震災後であるが、民生委員・児童委員は震災前が76.2％である。活動開
　　　始年は、平成９年以降が多い。

10-1　活動開始時期について（Q3-1、Q4）

震災前から
活動してい

震災後、活
動を始めた
0 39 39
0.0% 100.0% 100.0%
0 29 29
0.0% 100.0% 100.0%
16 5 21

76.2% 23.8% 100.0%

16 73 89

18.0% 82.0% 100.0%

総計

支援者区分
活動状況・震災前・後

総計

総計

総計
支援者区分

年齢

総計

女

SCS

LSA

民生委員・
児童委員

総計

性別

支援者区分

民生委員・
児童委員

男

総計

SCS

LSA
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10-2　活動開始年（Q3-1、Q4）
活動開始年

昭和30年～
39年

昭和40年～
49年

昭和50年～
59年

昭和60年～
63年

平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年

1 5 4 2 2 0 0 2 0
1.1% 5.6% 4.5% 2.3% 2.3% 0.0% 0.0% 2.3% 0.0%

活動開始年
平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年
0 4 2 12 7 6 10 10 13
0.0% 4.5% 2.3% 13.5% 7.9% 6.7% 11.2% 11.2% 14.6%

平成15年 無回答
9 0 89
10.0% 0.0% 100.0%

　　(2)　復興の現状認識

　　①　被災地全体の復旧・復興
　　　　「かなり速い」(12.4％)、「やや速い」(34.8％)の合計が47.2％(前回調査比+8.3ポイン
　　　ト)、「かなり遅い」(2.2％)、「やや遅い」(7.9％)の合計が10.1％(同-9.5ポイント)であ
　　　り、前回調査時より、復旧・復興への認識が高まっている。

11　被災地全体の復旧・復興（Q3-1、Q5)
被災地全体の復旧・復興

かなり速い やや速い
どちらともい
えない

やや遅い かなり遅い

11 31 38 7 2 89
12.4% 34.8% 42.7% 7.9% 2.2% 100.0%

　　②　支援に関わる分野（生活復興）の復旧・復興
　　　　「かなり速い」(7.9％)、「やや速い」(32.6％)の合計が40.5％(前回調査比+11.3ポイン
　　　ト)、「かなり遅い」(5.6％)、「やや遅い」(7.9％)の合計が13.5％(同-8.4ポイント)であ
　　　る。

12　支援に関わる分野の復旧・復興（Q7）
関わっている分野の復旧・復興

かなり速い やや速い
どちらともい
えない

やや遅い かなり遅い 無回答

7 29 37 7 5 4 89
7.9% 32.6% 41.6% 7.9% 5.6% 4.4% 100.0%

総計

総計

活動開始年
総計

11　被災地全体の復旧・復興
      （Q3-1、Q5）

かなり遅い
2.2%やや遅い

7.9%

どちらとも
いえない
42.7%

やや速い
34.8%

かなり速い
12.4%

12　支援に関わる分野の復旧・復興
（Q7）

無回答
4.5%かなり遅い

5.6%

やや遅い
7.9%

どちらとも
いえない
41.6%

やや速い
32.6%

かなり速い
7.9%
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　　(3)　取り組みの現状・課題

　　①　支援活動の状況
　　　　「うまくいっている」(9.0％)、「どちらかといえばうまくいっている」(70.8％)の合計
　　　が79.8％(前回調査比+3.0ポイント)、「うまくいっていない」(1.1％)、「どちらかといえ
　　　ばうまくいっていない」(3.4％)の合計が4.5％(同-1.6ポイント)であり、前回調査時より
　　　支援活動がうまくいっている支援者の割合が向上している。
　　　　支援者別の「うまくいっている」「どちらかといえばうまくいっている」の割合は、民生
　　　委員・児童委員(90.5％)、SCS(82.0％)、LSA(69.0％)の順となっている。

13  支援活動の状況（Q8）
支援活動の状況

うまくいって
いる

どちらかとい
えばうまく
いっている

どちらともい
えない

どちらかとい
えばうまく
いっていない

うまくいって
いない

3 29 4 2 1 39
7.7% 74.3% 10.3% 5.1% 2.6% 100.0%
1 19 8 1 0 29
3.4% 65.6% 27.6% 3.4% 0.0% 100.0%
4 15 2 0 0 21
19.0% 71.5% 9.5% 0.0% 0.0% 100.0%
8 63 14 3 1 89
9.0% 70.8% 15.7% 3.4% 1.1% 100.0%

　　②-1　支援活動の満足度
　　　　「現状で十分である」(2.2％)、「どちらかといえば現状で十分である」(44.9％)の合計
　　　が47.1％、「現状では不十分である」(3.4％)、「どちらかといえば不十分である」(16.9％
　　　の合計が20.3％であり、十分が不十分を上回っている。
　　　　支援者別の「現状で十分である」「どちらかといえば現状で十分である」の割合は、民生
　　　委員・児童委員(76.2％)、SCS(41.4％)、LSA(35.8％)の順となっている。

14  支援活動の満足度（Q3-1、Q9-1）
支援活動の満足度

現状で十分
である

どちらかとい
えば現状で
十分である

どちらともい
えない

どちらかとい
えば現状で
は不十分で
ある

現状では不
十分である

無回答

0 14 12 9 1 3 39
0.0% 35.8% 30.8% 23.1% 2.6% 7.7% 100.0%
1 11 9 6 2 0 29
3.4% 38.0% 31.0% 20.7% 6.9% 0.0% 100.0%
1 15 5 0 0 0 21
4.8% 71.4% 23.8% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
2 40 26 15 3 3 89
2.2% 44.9% 29.2% 16.9% 3.4% 3.4% 100.0%

　　②-2　支援活動の不十分な点
　　　　「夜間や休日の対応が不十分」(55.1％)、「アルコール依存者・精神障害者への対応が
　　　困難」(47.2％）が多い。

15  支援活動の不十分な点（Q3-1、Q9-2）（複数回答　無制限）

見守りの訪
問回数が少
ない

夜間や休日
の対応が不
十分

高齢者等の
相談・要望
に応えきれ
ていない

高齢者等が
訪問等を拒
否する

アルコール
依存者・精
神障害者へ
の対応が困

その他

3 22 9 5 21 2
7.7% 56.4% 23.1% 12.8% 53.8% 5.1%
0 15 11 5 14 2
0.0% 51.7% 37.9% 17.2% 48.3% 6.9%

2 12 4 7 7 1

9.5% 5.7% 19.0% 33.3% 33.3% 4.8%
5 49 24 17 42 5
5.6% 55.1% 27.0% 19.1% 47.2% 5.6%

支援活動の不十分な点

総計

SCS

総計

SCS

支援者区分

LSA

民生委員・
児童委員

総計

LSA

支援者区分

支援者区分

民生委員・
児童委員

総計

総計(n=89)

％の母数は回答者数

SCS(n=39)

LSA(n=29)

民生委員・
児童委員
(n=21)
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　　②-3　高齢者等から多い相談・要望
　　　　全体としては、「病気・医療面」(73.0％)、「介護面・介護保険」(66.3％)の相談等が
　　　多い。
　　　　支援者別では、SCS、LSAは「病気・医療面」「介護面・介護保険」が多いが、LSAは「人
　　　間関係」の相談等も多い。民生委員・児童委員は「経済面」「介護面・介護保険」が多い。

16  高齢者等から多い相談・要望等（Q3-1、Q9-3）（複数回答　無制限）

病気・医療
面の相談等

介護面・介
護保険の相
談等

くらし面の相
談等

経済面の相
談等

人間関係の
相談等

その他

28 30 20 21 21 1
71.8% 76.9% 51.3% 53.8% 53.8% 2.6%
26 21 18 15 23 3
89.7% 72.4% 62.1% 51.7% 79.3% 10.3%
11 8 7 10 7 0

5.2% 38.1% 33.3% 47.6% 33.3% 0.0%

65 59 45 46 51 4
73.0% 66.3% 50.6% 51.7% 57.3% 4.5%

　　③-1　他の支援者との連携
　　　　「連携できている」(23.6％)、「どちらかといえば連携できている」(56.2％)の合計が
　　　79.8％、「連携できていない」(0.0％)、「どちらかといえば連携できていない」(5.6％)
　　　の合計が5.6％であり、連携できているが連携できていないを大きく上回っている。
　　　　支援者別の「連携できている」「どちらかといえば連携できている」の割合は、LSA
　　　(86.3％)、民生委員・児童委員(80.9％)、SCS(74.3％)の順となっている。

17  他の支援者との連携（Q3-1、Q10-1）
他の支援者との連携

連携できて
いる

どちらかとい
えば連携で
きている

どちらともい
えない

どちらかとい
えば連携で
きていない

連携できて
いない

無回答

9 20 9 1 0 0 39
23.1% 51.2% 23.1% 2.6% 0.0% 0.0% 100.0%
8 17 1 2 0 1 29
27.6% 58.7% 3.4% 6.9% 0.0% 3.4% 100.0%
4 13 1 2 0 1 21
19.0% 61.9% 4.8% 9.5% 0.0% 4.8% 100.0%
21 50 11 5 0 2 89
23.6% 56.2% 12.4% 5.6% 0.0% 2.2% 100.0%

　　③-2　連携できている支援者
        「在宅介護支援センター」(67.4％)、「民生委員・児童委員」(62.9％)、「ケアマネジ
　　　ャー」(60.7％)が多い。

18  連携できている支援者（Q3-1、Q10-2）（複数回答　無制限）
連携できている支援者

SCS LSA
民生委員・
児童委員

保健師 栄養士
ケアマネ
ジャー

在宅介護支
援センター

その他

11 18 27 14 0 23 26 7
28.2% 46.2% 69.2% 35.9% 0.0% 59.0% 66.7% 17.9%
6 9 15 13 1 22 20 11
20.7% 31.0% 51.7% 44.8% 3.4% 75.9% 69.0% 37.9%
1 5 14 7 0 9 14 5

4.8% 23.8% 66.7% 33.3% 0.0% 42.9% 66.7% 23.8%
18 32 56 34 1 54 60 23
20.2% 36.0% 62.9% 38.2% 1.1% 60.7% 67.4% 25.8%

％の母数は回答者数

LSA(n=29)

SCS

LSA

総計

支援者区分

高齢者等から多い相談・要望等

SCS(n=39)

LSA(n=29)

民生委員・
児童委員
(n=21)

総計(n=89)

支援者区分

支援者区分

SCS(n=39)

民生委員・
児童委員

総計

民生委員・
児童委員
(n=21)

総計(n=89)

％の母数は回答者数
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　　③-3　連携することが望ましい支援者
        「民生委員・児童委員」(75.3％)、「在宅介護支援センター」(71.9％)、「ケアマネジ
　　　ャー」(68.5％)が多い。

19  連携することが望ましい支援者（Q3-1、Q10-3）（複数回答　無制限）
連携することが望ましい支援者

SCS LSA
民生委員・
児童委員

保健師 栄養士
ケアマネ
ジャー

在宅介護支
援センター

その他

12 19 33 20 2 24 29 10
30.8% 48.7% 84.6% 51.3% 5.1% 61.5% 74.4% 25.6%
8 8 19 20 4 27 23 8
27.6% 27.6% 65.5% 69.0% 13.8% 93.1% 79.3% 27.6%
3 3 15 8 0 10 12 4

14.3% 14.3% 71.4% 38.1% 0.0% 47.6% 57.1% 19.0%
23 30 67 48 6 61 64 22
25.8% 33.7% 75.3% 53.9% 6.7% 68.5% 71.9% 24.7%

　　③-4　連携できていない原因
        「情報交換などの機会や場がない」(40.4％）、「情報交換すること自体に制約がある」
　　　(30.3％)が多い。

20  連携できていない原因（Q3-1、Q10-4）（複数回答　無制限）

連携する必
要がない

情報交換な
どの機会や
場がない

情報交換を
する時間が
ない

情報交換を
すること自
体に制約が
ある

その他

2 19 8 11 1
5.1% 48.7% 20.5% 28.2% 2.6%
1 12 2 10 1
3.4% 41.4% 6.9% 3.4% 3.4%
1 5 3 6 2

4.8% 23.8% 14.3% 28.6% 9.5%

4 36 13 27 4
4.5% 40.4% 14.6% 30.3% 4.5%

　　(4)　今後の取り組み方策

　　①　早急に必要な取り組み方策
　　　　「夜間・休日の見守り体制の充実」(67.4％)、「高齢者等の多様な要望に対応するため
　　　の体制の強化」(53.9％)、「支援者間の連携ネットワーク」(51.7％)が多い。

21  早急に必要な取り組み方策（Q3-1、Q11）（複数回答　無制限）

支援者の増
加による訪
問回数の増
加

高齢者等の
多様な要望
に対応する
ための体制
の強化

夜間・休日
の見守り体
制の充実

シルバーハ
ウジング以
外への緊急
通報装置の
設置

支援者間の
連携ネット
ワーク

その他

6 25 25 16 18 1
15.4% 64.1% 64.1% 41.0% 46.2% 2.6%
6 15 19 12 18 2
20.7% 51.7% 65.5% 41.4% 62.1% 6.9%
2 8 16 1 10 1

9.5% 38.1% 76.2% 4.8% 47.6% 4.8%

14 48 60 29 46 4
15.7% 53.9% 67.4% 32.6% 51.7% 4.5%

民生委員・
児童委員
(n=21)

総計(n=89)

％の母数は回答者数

支援者区分

早急に必要な取り組み方策

LSA(n=29)

SCS(n=39)

LSA(n=29)

民生委員・
児童委員
(n=21)

支援者区分

SCS(n=39)

連携できていない原因

％の母数は回答者数

総計(n=89)

％の母数は回答者数

支援者区分

SCS(n=39)

LSA(n=29)

民生委員・
児童委員
(n=21)

総計(n=89)
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　　②　今後検討していくべき中長期的な取り組みの方向
　　　　「地域住民を巻き込んだ見守り体制の整備」(71.9％)、「災害復興公営住宅だけでなく
　　　一般の公営住宅での高齢者の見守り体制の整備」(61.8％)が多い。

22  今後検討していくべき取り組み方向（Q3-1、Q12）（複数回答　無制限）

災害復興公
営住宅だけ
でなく一般
の公営住宅
での高齢者
の見守り体
制の整備

地域住民を
巻き込んだ
見守り体制
の整備

見守り活動
における支
援者、自治
会、NPO等
の連携

公営住宅の
空き室等を
活用した見
守り活動の
取り組み

その他

23 27 16 14 0
59.0% 69.2% 41.0% 35.9% 0.0%
21 23 21 10 0
72.4% 79.3% 72.4% 34.5% 0.0%
11 14 9 5 0

52.4% 66.7% 42.9% 23.8% 0.0%

55 64 46 29 0
61.8% 71.9% 51.7% 32.6% 0.0%

支援者区分

今後検討していくべき取り組み方向

SCS(n=39)

LSA(n=29)

民生委員・
児童委員
(n=21)

総計(n=89)

％の母数は回答者数
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　３．産業復興

　　(1)　回答者の属性

　　①　支援者別回答数・男女別比率
　　　　有効回答者数は34人(有効回答率34%)で、その内訳は、中小企業専門家が18人(53.0％)、
　　　経営技術強化支援エキスパートが5人(14.7%)、雇用アドバイザーが5人（14.7％)、しごと
　　　情報広場アドバイザーが6人(17.6％)である。
　　　　男女別比率は、男性が82.4％、女性が17.6％である。

23  支援者別回答数（Q3-1）

中小企業支
援専門家

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

17 4 5 2 28
94.4% 80.0% 100.0% 33.3% 82.4%
1 1 0 4 6
5.6% 20.0% 0.0% 66.7% 17.6%
18 5 5 6 34
53.0% 14.7% 14.7% 17.6% 100.0%

　　②　年齢別比率
　　　　年齢別比率は、60歳以上が47.1％、40歳代が23.5％、50歳代が20.6％である。

24  年齢別（Q2、Q3-1）

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
0 2 3 6 7 18
0.0% 11.1% 16.7% 33.3% 38.9% 100.0%

0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 80.0% 100.0%
0 0 1 1 3 5
0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 60.0% 100.0%
1 0 3 0 2 6
16.7% 0.0% 50.0% 0.0% 33.3% 100.0%
1 2 8 7 16 34
2.9% 5.9% 23.5% 20.6% 47.1% 100.0%

　　③　活動地域
　　　　阪神地域が35.5％、神戸地域が29.4％、県内全域が20.6％である。

25　活動地域（Q3-1、Q3-2）
活動地域

神戸地域 阪神地域 東播磨地域 淡路地域
被災地域全
域

県内全域 その他 無回答

10 12 0 1 1 7 2 1 34
29.4% 35.3% 0.0% 2.9% 2.9% 20.6% 5.9% 3.0% 100.0%

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

総計

総計

総計

年齢

総計

5

性別

支援者区分

男

総計

中小企業支
援専門家
経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ

女

支援者区分

0 0 1 0 4
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　　④　活動開始時期
　　　　「震災後、活動を始めた」が76.4％、「震災前から活動している」が11.8％である。

26-1　活動開始時期について（Q3-1、Q4）

震災前から
活動してい

震災後、活
動を始めた

不明

3 12 3 18
16.7% 66.6% 16.7% 100.0%

20.0% 80.0% 0.0% 100.0%
0 5 0 5

0.0% 100.0% 0.0% 100.0%

0 5 1 6

0.0% 83.3% 16.7% 100.0%

4 26 4 34

11.8% 76.4% 11.8% 100.0%

26-2　活動開始年（Q3-1、Q4）
活動開始年

昭和30年～
39年

昭和40年～
49年

昭和50年～
59年

昭和60年～
63年

平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年

0 0 0 3 0 0 0 0 0
0.0% 0.0% 0.0% 8.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

活動開始年
平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年
0 5 1 2 0 4 3 4 5
0.0% 14.7% 2.9% 5.9% 0.0% 11.8% 8.8% 11.8% 14.7%

平成15年 無回答
3 4 34
8.8% 11.8% 100.0%

　　(2)　復興の現状認識

　　①　被災地全体の復旧・復興
　　　　「かなり速い」(14.7％)、「やや速い」(41.2％)の合計が55.9％(前回調査比＋20.8ポイ
　　　ント)、「かなり遅い」(0.0％)、「やや遅い」(8.8％)の合計が8.8％(同-20.9ポイント)で
　　　あり、前回調査時より、復旧・復興の認識は高まっている。

27　被災地全体の復旧・復興（Q3-1、Q5)
被災地全体の復旧・復興

かなり速い やや速い
どちらともい
えない

やや遅い かなり遅い

5 14 12 3 0 34
14.7% 41.2% 35.3% 8.8% 0.0% 100.0%

　　②　支援に関わる分野（産業復興）の復旧・復興
　　　　「かなり速い」(2.9％)、「やや速い」(11.8％)の合計が14.7％(前回調査比-1.5ポイン
　　　ト)、「かなり遅い」(5.9％)、「やや遅い」(35.3％)の合計が41.2％(同-2.0ポイント)と
　　　なっている。

28　支援に関わる分野の復旧・復興（Q7）
関わっている分野の復旧・復興

かなり速い やや速い
どちらともい
えない

やや遅い かなり遅い 無回答

1 4 12 12 2 3 34
2.9% 11.8% 35.3% 35.3% 5.9% 8.8% 100.0%

総計

支援者区分 総計

5

活動状況・震災前・後

1 4

中小企業支
援専門家
経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

総計

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

総計

総計

0

活動開始年
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　　(3)　取り組みの現状・課題

　　①　支援活動の状況
　　　　「うまくいっている」(2.9％)、「どちらかといえばうまくいっている」(32.4％)の合計
　　　が35.3％(前回調査比+0.2ポイント)、「うまくいっていない」(2.9％)、「どちらかといえ
　　　ばうまくいっていない」(17.6％)の合計が20.5％(同-30.9ポイント)となり、前回調査時に
　　　比べて、支援活動がうまくいっていない支援者の割合が大幅に減少している。

29  支援活動の状況（Q8）
支援活動の状況

うまくいって
いる

どちらかとい
えばうまく
いっている

どちらともい
えない

どちらかとい
えばうまく
いっていない

うまくいって
いない

無回答

1 7 6 2 1 1 18
5.6% 38.9% 33.3% 11.1% 5.6% 5.5% 100.0%

5

0.0% 0.0% 40.0% 60.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0 1 3 1 0 0 5
0.0% 20.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0 3 2 0 0 1 6
0.0% 50.0% 33.3% 0.0% 0.0% 16.7% 100.0%
1 11 13 6 1 2 34
2.9% 32.4% 38.2% 17.6% 2.9% 6.0% 100.0%

　　②-1　支援活動の満足度
　　　　「現状で十分である」(0.0％)、「どちらかといえば現状で十分である」(8.8％)の合計
　　　が8.8％、「現状では不十分である」(8.8％)、「どちらかといえば不十分である」(41.2％)
　　　の合計が50.0％であり、不十分が十分を上回っている。

30  支援活動の満足度（Q3-1、Q9-1）
支援活動の満足度

現状で十分
である

どちらかとい
えば現状で
十分である

どちらともい
えない

どちらかとい
えば現状で
は不十分で
ある

現状では不
十分である

無回答

0 3 4 7 3 1 18
0.0% 16.7% 22.2% 38.9% 16.7% 5.6% 100.0%
0 0 1 4 0 0 5

0.0% 0.0% 20.0% 80.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0 0 2 3 0 0 5
0.0% 0.0% 40.0% 60.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0 0 4 0 0 2 6
0.0% 0.0% 66.7% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0 3 11 14 3 3 34
0.0% 8.8% 32.4% 41.2% 8.8% 8.8% 100.0%

総計

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ
雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

総計

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ

支援者区分 総計

0

中小企業支
援専門家

中小企業支
援専門家

総計

支援者区分

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ
雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

3 00 2 0

11　被災地全体の復旧・復興
　　　（Q3-1、Q5）

どちらとも
いえない
35.3%

かなり速い
14.7%

やや遅い
8.8%

やや速い
41.2%

12　支援に関わる分野の復旧・復興
　　　（Q7）

やや速い
35.3%

やや速い
11.8%

かなり速い
2.9%無回答

8.8%

かなり遅い
5.9%

どちらとも
いえない
35.3%
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　　②-2　支援活動の不十分な点
　　　　「事業者等からの相談・要望が少ない」(47.1％)、「事業者の要望等と行政の支援をう
　　　まくマッチングできない」(41.2％)が多い。

31  支援活動の不十分な点（Q3-1、Q9-2）（複数回答　無制限）

事業者等から
の相談・要望が
少ない

事業者等の相
談・要望に応え
きれていない

事業者の要望
等と行政の支
援をうまくマッチ
ングできない

行政などの制
度や情報を的
確に把握できな
い

その他

50.0% 22.2% 33.3% 22.2% 0.0%

80.0% 20.0% 40.0% 20.0% 0.0%

1 0 4 1 0

20.0% 0.0% 80.0% 20.0% 0.0%

33.3% 0.0% 33.3% 0.0% 0.0%
16 5 14 6 0
47.1% 14.7% 41.2% 17.6% 0.0%

　　②-3　事業者等から多い相談・要望
　　　　「資金面」(32.4％)、「経営面」(29.4％)、「人材面」(29.4％)の相談等が多い。

32  事業者等から多い相談・要望等（Q3-1、Q9-3）（複数回答　無制限）

資金面の相
談等

経営面の相
談等

人材面の相
談等

技術面の相
談等

その他

38.9% 38.9% 11.1% 22.2% 11.1%

0.0% 0.0% 40.0% 40.0% 0.0%
3 1 2 0 1
60.0% 20.0% 40.0% 0.0% 20.0%

16.7% 33.3% 66.7% 0.0% 33.3%
11 10 10 6 5
32.4% 29.4% 29.4% 17.6% 14.7%

　　③-1　他の支援者との連携
　　　　「連携できている」(2.9％)、「どちらかといえば連携できている」(38.2％)の合計が
　　　41.1％、「連携できていない」(8.8％)、「どちらかといえば連携できていない」(8.8％)
　　　の合計が17.6％であり、連携できているが連携できていないを上回っている。

33  他の支援者との連携（Q3-1、Q10-1）
他の支援者との連携

連携できている
どちらかといえ
ば連携できてい
る

どちらともいえ
ない

どちらかといえ
ば連携できてい
ない

連携できていな
い

無回答

0 8 4 2 3 1 18
0.0% 44.4% 22.2% 11.1% 16.7% 5.6% 100.0%
1 2 1 0 0 1 5

20.0% 40.0% 20.0% 0.0% 0.0% 20.0% 100.0%
0 1 3 1 0 0 5
0.0% 20.0% 60.0% 20.0% 0.0% 0.0% 100.0%
0 2 2 0 0 2 6
0.0% 33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 33.4% 100.0%
1 13 10 3 3 4 34
2.9% 38.2% 29.4% 8.8% 8.8% 11.9% 100.0%

支援者区分

総計

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=5)

0 2

0

中小企業支
援専門家
(n=18）

7 7 2 4

支援活動の不十分な点

6 4 0

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ

総計(n=34)

支援者区分

中小企業支
援専門家
(n=18）

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

％の母数は回答者数

9 4

01

支援者区分
事業者等から多い相談・要望等

2 0 2 0

4 2 1

2

2 0

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

0 2

0

総計(n=34)

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

1 2 4

％の母数は回答者数

中小企業支
援専門家

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ

総計

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
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　　③-2　連携できている支援者
　　　　「税理士」(17.6％)、「公認会計士」(8.8％)、「弁護士」(8.8％)が多い。

34  連携できている支援者（Q3-1、Q10-2）（複数回答　無制限）

公認会計士 税理士 行政書士 弁護士 建築士 その他

11.1% 27.8% 5.6% 16.7% 11.1% 38.9%

20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 0.0% 80.0%
0 0 1 0 0 5
0.0% 0.0% 20.0% 0.0% 0.0% 100.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%

3 6 2 3 2 18

8.8% 17.6% 5.9% 8.8% 5.9% 52.9%

　　③-3　連携することが望ましい支援者
　　　　「弁護士」(20.6％)、「税理士」(14.7％)が多い。

35  連携することが望ましい支援者（Q3-1、Q10-3）（複数回答　無制限）

公認会計士 税理士 行政書士 弁護士 建築士 その他

11.1% 22.2% 16.7% 33.3% 11.1% 33.3%

20.0% 20.0% 0.0% 0.0% 20.0% 80.0%
0 0 1 1 0 5
0.0% 0.0% 20.0% 20.0% 0.0% 100.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3%
3 5 4 7 3 17
8.8% 14.7% 11.8% 20.6% 8.8% 50.0%

　　③-4　連携できていない原因
　　　　「情報交換などの機会や場がない」(55.9％)、「情報交換すること自体に制約がある」
　　　(17.6％)が多い。

36  連携できていない原因（Q3-1、Q10-4）（複数回答　無制限）

連携する必
要がない

情報交換な
どの機会や
場がない

情報交換を
する時間が
ない

情報交換を
すること自
体に制約が
ある

その他

16.7% 61.1% 22.2% 22.2% 0.0%

0.0% 60.0% 20.0% 40.0% 0.0%

0 3 0 0 0
0.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0%
3 19 5 6 0
8.8% 55.9% 14.7% 17.6% 0.0%

0 0 4

7

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

1

％の母数は回答者数

総計(n=34)

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=5)
しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

0 0

中小企業支
援専門家
(n=18）

2 5

1

支援者区分

2

0

0

31

連携できている支援者

0 0 2

1 1 0

24 3 6

総計(n=34)

0 1 4

中小企業支
援専門家
(n=18）

2

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

0 0

0 2

0 1 2 0

％の母数は回答者数

0

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

支援者区分

中小企業支
援専門家
(n=18）

3

3

％の母数は回答者数

連携できていない原因

0 0 0

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=5)
しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

11 4 4

総計(n=34)

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=5)

2000

連携することが望ましい支援者
支援者区分

6
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　　(4)　今後の取り組み方策

　　①　早急に必要な取り組み方策
　　　　「経営革新・新分野進出等への支援の充実」(52.9％)、「事業者等への金融支援の充実」
　　　(35.3％)、「支援者間の連携ネットワーク」(35.3％)が多い。

37  早急に必要な取り組み方策（Q3-1、Q11）（複数回答　無制限）

事業者等へ
の金融支援
の充実

基盤整備な
どのハード
整備への支
援の充実

経営革新・
新分野進出
等への支援
の充実

空き店舗等
を活用した
ソフト事業な
どへの支援
の充実

支援者間の
連携ネット
ワークの確
立

その他

38.9% 5.6% 61.1% 22.2% 33.3% 0.0%

40.0% 20.0% 80.0% 0.0% 20.0% 0.0%

3 1 2 3 2 0
60.0% 20.0% 40.0% 60.0% 40.0% 0.0%

0.0% 0.0% 16.7% 50.0% 50.0% 0.0%
12 3 18 10 12 0
35.3% 8.8% 52.9% 29.4% 35.3% 0.0%

　　②　今後検討していくべき中長期的な取り組みの方向
　　　　「中小企業の第二創業・経営革新を促していく効果的な取り組み」(52.9％)、「中小企
　　　業の経営基盤強化のための金融支援制度の充実」(44.1％)が多い。

38  今後検討していくべき取り組み方向（Q3-1、Q12）（複数回答　無制限）

中小企業の
第二創業・
経営革新を
促していく効
果的な支援
の取り組み

中小企業の
経営基盤強
化のための
金融支援制
度の充実

商店街等の
コミュニティ
機能向上へ
の取り組み

商店街等の
空き店舗等
を活用した
にぎわいづ
くりの取り組
み

その他

55.6% 44.4% 0.0% 22.2% 0.0%

100.0% 60.0% 0.0% 0.0% 0.0%
2 3 3 3 0
40.0% 60.0% 60.0% 60.0% 0.0%

16.7% 16.7% 16.7% 33.3% 0.0%
18 15 4 9 0
52.9% 44.1% 11.8% 26.5% 0.0%

1 3

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=5)
しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

0 0

0

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

2 1 4 0 0

11 4

総計(n=34)

支援者区分

今後検討していくべき取り組み方向

支援者区分

早急に必要な取り組み方策

0

中小企業支
援専門家
(n=18）

7 1

0

経営技術強
化支援ｴｷｽ
ﾊﾟｰﾄ(n=5)

5 3 0 0 0

中小企業支
援専門家
(n=18）

10 8

しごと情報
広場ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=6)

1 1

40

％の母数は回答者数

6

1

3

％の母数は回答者数

1 2 0

総計(n=34)

雇用ｱﾄﾞﾊﾞｲ
ｻﾞｰ(n=5)
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　４．復興まちづくり

　　(1)　回答者の属性

　　①　支援者別回答数・男女別比率
　　　　有効回答者数は29人(有効回答率29％)で、その内訳は、まちづくり専門家が21人(72.4％)
　　　まち育てサポーターが8人(27.6％)である。
　　　　男女別比率は、男性が82.8％、女性が17.2％である。

39  支援者別回答数（Q3-1）

まちづくり
専門家

まち育て
ｻﾎﾟｰﾀｰ

19 5 24
90.5% 62.5% 82.8%
2 3 5
9.5% 37.5% 17.2%
21 8 29
72.4% 27.6% 100.0%

　　②　年齢別比率
　　　　年齢別比率は、50歳代が41.4％、30歳代と60歳以上が20.7％である。

40  年齢別（Q2、Q3-1）

29歳以下 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

0 3 4 9 5 21

0.0% 14.3% 19.0% 42.9% 23.8% 100.0%

0 3 1 3 1 8

0.0% 37.5% 12.5% 37.5% 12.5% 100.0%

0 6 5 12 6 29

0.0% 20.7% 17.2% 41.4% 20.7% 100.0%

　　③　活動地域
　　　　神戸地域が65.5％、阪神地域が17.2％となっている。

41　活動地域（Q3-1、Q3-2）
活動地域

神戸地域 阪神地域 東播磨地域 淡路地域
被災地域全
域

県内全域 その他 無回答

19 5 2 0 0 3 0 0 29
65.5% 17.2% 6.9% 0.0% 0.0% 10.4% 0.0% 0.0% 100.0%

　　④　活動開始時期
　　　　「震災後、活動を始めた」が62.1％、「震災前から活動している」が37.9％である。
　　　　活動開始年は、平成７年が34.5％である。

42-1　活動開始時期について（Q3-1、Q4）

震災前から
活動してい

震災後、活
動を始めた

10 11 21

47.6% 52.4% 100.0%

1 7 8

12.5% 87.5% 100.0%

11 18 29

37.9% 62.1% 100.0%

総計

まちづくり専
門家

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ

総計

総計性別

男

総計

女

支援者区分

支援者区分
年齢

総計

活動状況・震災前・後
総計

まちづくり専
門家

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ

総計

支援者区分
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42-2　活動開始年（Q3-1、Q4）
活動開始年

昭和30年～
39年

昭和40年～
49年

昭和50年～
59年

昭和60年～
63年

平成元年 平成2年 平成3年 平成4年 平成5年

1 3 3 2 0 0 0 0 2
3.4% 10.4% 10.4% 6.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 6.9%

活動開始年
平成6年 平成7年 平成8年 平成9年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年
0 10 1 1 0 0 0 0 3
0.0% 34.5% 3.4% 3.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 10.4%

平成15年 無回答
2 1 29
6.9% 3.4% 100.0%

　　(2)　復興の現状認識

　　①　被災地全体の復旧・復興
　　　　「かなり速い」(20.7％)、「やや速い」(34.5％)の合計が55.2％、「かなり遅い」
　　　(3.4％)、「やや遅い」(6.9％)の合計が10.3％となり、速いが遅いを上回っている。

43　被災地全体の復旧・復興（Q3-1、Q5)
被災地全体の復旧・復興

かなり速い やや速い
どちらともい
えない

やや遅い かなり遅い

6 10 10 2 1 29
20.7% 34.5% 34.5% 6.9% 3.4% 100.0%

　　②　支援に関わる分野（復興まちづくり）の復旧・復興
　　　　「かなり速い」(10.3％)、「やや速い」(20.7％)の合計が31.0％、「かなり遅い」
　　　(6.9％)、「やや遅い」(31.0％)の合計が37.9％、「どちらともいえない」が20.7％となっ
　　　り、復旧・復興の認識はまだら模様となっている。

44　支援に関わる分野の復旧・復興（Q7）
関わっている分野の復旧・復興

かなり速い やや速い
どちらともい
えない

やや遅い かなり遅い 無回答

3 6 6 9 2 3 29
10.3% 20.7% 20.7% 31.0% 6.9% 10.4% 100.0%

総計

総計

総計
活動開始年

11　被災地全体の復旧・復興
　　　（Q3-1、Q5）

かなり遅い
3.4%やや遅い

6.9%

どちらとも
いえない
34.5%

やや速い
34.5%

かなり速い
20.7%

12　支援に関わる分野の復旧・復興
　　　（Q7）

かなり遅い
6.9%

やや遅い
31.0%

どちらとも
いえない
20.7%

無回答
10.4%

かなり速い
10.3%

やや速い
20.7%
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　　(3)　取り組みの現状・課題

　　①　支援活動の状況
　　　　「うまくいっている」(10.3％)、「どちらかといえばうまくいっている」(55.2%)の合計
　　　が65.5％、「うまくいっていない」(3.4％)、「どちらかといえばうまくいっていない」
　　　(13.8％)の合計が17.2％となり、うまくいっているがうまくいっていないを上回っている。

45  支援活動の状況（Q8）
支援活動の状況

うまくいって
いる

どちらかとい
えばうまく
いっている

どちらともい
えない

どちらかとい
えばうまく
いっていない

うまくいって
いない

3 12 3 2 1 21
14.3% 57.1% 14.3% 9.5% 4.8% 100.0%
0 4 2 2 0 8
0.0% 50.0% 25.0% 25.0% 0.0% 100.0%
3 16 5 4 1 29
10.3% 55.2% 17.3% 13.8% 3.4% 100.0%

　　②-1　支援活動の満足度
　　　　「現状で十分である」(3.4％)、「どちらかといえば現状で十分である」(27.6％)の合計
　　　が31.0％、「現状では不十分である」(6.9％)、「どちらかといえば不十分である」(34.5％
　　　の合計が41.4％であり、不十分が十分を上回っている。

46  支援活動の満足度（Q3-1、Q9-1）
支援活動の満足度

現状で十分
である

どちらかとい
えば現状で
十分である

どちらともい
えない

どちらかとい
えば現状で
は不十分で
ある

現状では不
十分である

無回答

1 7 5 6 2 0 21
4.8% 33.3% 23.8% 28.6% 9.5% 0.0% 100.0%
0 1 2 4 0 1 8
0.0% 12.5% 25.0% 50.0% 0.0% 12.5% 100.0%
1 8 7 10 2 1 29
3.4% 27.6% 24.1% 34.5% 6.9% 3.5% 100.0%

　　②-2　支援活動の不十分な点
　　　　「住民やまちづくり協議会等からの要望と行政の支援をうまくマッチングできない」
　　　(41.4％)、「住民やまちづくり協議会等からの相談・要望自体が少ない」(24.1％)が多い。

47  支援活動の不十分な点（Q3-1、Q9-2）（複数回答　無制限）

住民やまち
づくり協議会
等からの相
談・要望自
体が少ない

住民やまち
づくり協議会
等からの相
談・要望に
応えきれて
いない

住民やまち
づくり協議会
等の要望等
と行政の支
援をうまくﾏｯ
ﾁﾝｸﾞできな

行政などの
制度や情報
を的確に把
握できない

その他

28.6% 19.0% 38.1% 9.5% 14.3%

12.5% 12.5% 50.0% 0.0% 25.0%
7 5 12 2 5
24.1% 17.2% 41.4% 6.9% 17.2%

0

2

11 4

支援活動の不十分な点

支援者区分

まちづくり専
門家(n=21）
まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)

％の母数は回答者数

6 4 8 3

2

総計(n=29)

総計

総計

総計

支援者区分

まちづくり専
門家
まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ

まちづくり専
門家
まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ

総計

支援者区分
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　　②-3　住民等から多い相談・要望
　　　　「活動資金面」(48.3％)、「行政等の支援制度面」(37.9％)の相談等が多い。

48  住民等から多い相談・要望等（Q3-1、Q9-3）（複数回答　無制限）

ｺﾐｭﾆﾃｨ面の
相談等

まちづくり事
業面の相談
等

活動資金面
の相談等

行政等の支
援制度面の
相談等

その他

5 7 9 7 1
23.8% 33.3% 42.9% 33.3% 4.8%

37.5% 37.5% 62.5% 50.0% 25.0%
8 10 14 11 3
27.6% 34.5% 48.3% 37.9% 10.3%

　　③-1　他の支援者との連携
　　　　「連携できている」(20.7％)、「どちらかといえば連携できている」(20.7％)の合計が
　　　41.4％、「連携できていない」(0.0％)、「どちらかといえば連携できていない」(20.7％)
　　　の合計が20.7％であり、連携できているが連携できていないを上回っている。

49  他の支援者との連携（Q3-1、Q10-1）
他の支援者との連携

連携できて
いる

どちらかとい
えば連携で
きている

どちらともい
えない

どちらかとい
えば連携で
きていない

連携できて
いない

無回答

5 4 6 4 0 2 21
23.8% 19.0% 28.6% 19.0% 0.0% 9.6% 100.0%
1 2 2 2 0 1 8
12.5% 25.0% 25.0% 25.0% 0.0% 12.5% 100.0%
6 6 8 6 0 3 29
20.7% 20.7% 27.6% 20.7% 0.0% 10.3% 100.0%

　　③-2　連携できている支援者
　　　　「コンサルタント」(58.6％)、「建築士」(37.9％)が多い。

50  連携できている支援者（Q3-1、Q10-2）（複数回答　無制限）

民生委員・
児童委員

建築士
コンサルタン
ト

弁護士 その他

0 10 15 7 1
0.0% 47.6% 71.4% 33.3% 4.8%

25.0% 12.5% 25.0% 12.5% 50.0%
2 11 17 8 5
6.9% 37.9% 58.6% 27.6% 17.2%

　　③-3　連携することが望ましい支援者
　　　　「コンサルタント」(37.9％)、「弁護士」(27.6％)が多い。

51  連携することが望ましい支援者（Q3-1、Q10-3）（複数回答　無制限）

民生委員・
児童委員

建築士
コンサルタン
ト

弁護士 その他

2 7 10 8 3
9.5% 33.3% 47.6% 38.1% 14.3%
2 0 1 0 6
25.0% 0.0% 12.5% 0.0% 75.0%
4 7 11 8 9
13.8% 24.1% 37.9% 27.6% 31.0%

3

まちづくり専
門家

3

支援者区分

住民等から多い相談・要望等

4 2

総計(n=29)

％の母数は回答者数

％の母数は回答者数

連携できている支援者

支援者区分

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ

総計

まちづくり専
門家(n=21）

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)

2 1

まちづくり専
門家(n=21)

総計(n=29)

％の母数は回答者数

5

総計

支援者区分
連携することが望ましい支援者

2 1

支援者区分

4

総計(n=29)

まちづくり専
門家(n=21)
まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)
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　　③-4　連携できていない原因
　　　　「情報交換などの機会や場がない」(58.6％)が多い。

52  連携できていない原因（Q3-1、Q10-4）（複数回答　無制限）

連携する必
要がない

情報交換な
どの機会や
場がない

情報交換を
する時間が
ない

情報交換を
すること自
体に制約が
ある

その他

0 13 1 3 2
0.0% 61.9% 4.8% 14.3% 9.5%
0 4 2 1 2
0.0% 50.0% 25.0% 12.5% 25.0%
0 17 3 4 4
0.0% 58.6% 10.3% 13.8% 13.8%

　　(4)　今後の取り組み方策

　　①　早急に必要な取り組み方策
　　　　「まちづくり協議会等の活動基盤強化のための助成等の充実」(69.0％)、「空き地を活
　　　用したにぎわいづくりや緑化活動の推進」(44.8％)が多い。

53  早急に必要な取り組み方策（Q3-1、Q11）（複数回答　無制限）

震災復興公
営住宅等の
住民と一般
地域住民と
の交流・連
携

まちづくり協
議会等の活
動基盤強化
のための助
成等の充実

空き地を活
用したにぎ
わいづくりや
緑化活動の
推進

支援者間の
連携ネット
ワークの確
立

その他

4 16 8 6 2
19.0% 76.2% 38.1% 28.6% 9.5%
2 4 5 4 0
25.0% 50.0% 62.5% 50.0% 0.0%
6 20 13 10 2
20.7% 69.0% 44.8% 34.5% 6.9%

　　②　今後検討していくべき中長期的な取り組みの方向
　　　　「まちづくり協議会等への支援の充実による自律的なまちづくりの推進」(69.0％)、
　　　「まちづくり活動におけるまちづくり協議会やＮＰＯ等の連携の取り組み」(51.7％)が多
      い。

54  今後検討していくべき取り組み方向（Q3-1、Q12）（複数回答　無制限）

空き地を活
用したｺﾐｭﾆ
ﾃｨづくり・に
ぎわいづくり

震災による
人口構成や
土地利用の
変化等に対
応したまち
づくりの展開

まちづくり協
議会等への
支援の充実
による自律
的なまちづく
りの推進

まちづくり活
動における
まちづくり協
議会やNPO
等の連携の
取り組み

その他

3 6 16 10 1
14.3% 28.6% 76.2% 47.6% 4.8%
6 1 4 5 1
75.0% 12.5% 50.0% 62.5% 12.5%
9 7 20 15 2
31.0% 24.1% 69.0% 51.7% 6.9%

％の母数は回答者数

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)

今後検討していくべき取り組み方向

まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)

総計(n=29)

まちづくり専
門家(n=21)
まち育てｻ
ﾎﾟｰﾀｰ(n=8)

支援者区分

支援者区分

連携できていない原因

％の母数は回答者数

早急に必要な取り組み方策

まちづくり専
門家(n=21)

総計(n=29)

％の母数は回答者数

まちづくり専
門家(n=21)

総計(n=29)

支援者区分
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Ⅲ．ヒアリング調査結果



１．生 活 復 興
(1) 被災高齢者の見守りの取り組み
(2) 被災高齢者の生きがいづくりの取り組み
(3) 地域団体によるコミュニティづくりの取り組み

２．産 業 復 興
(1) 中小企業の経営革新の取り組み
(2) 被災商店街の活性化の取り組み
(3) ベンチャー企業の取り組み
(4) 外資系企業の取り組み

３．復興まちづくり
(1) ＮＰＯによるまちのにぎわいづくりの取り組み
(2) ＴＭＯによる中心市街地活性化の取り組み
(3) まちづくり協議会による空き地活用の取り組み
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．ヒアリング調査結果Ⅲ

１．生活復興

(1) 被災高齢者の見守りの取り組み

【調査団体の概要・活動状況】

団 体 名 高齢者総合福祉施設あしや喜楽苑（社会福祉法人尼崎老人福祉会）

芦屋市潮見町31-1所 在 地

(昭和57年12月)社会福祉法人｢尼崎老人福祉会｣認可概 要 ■設 立
(平成９年１月)高齢者総合福祉施設｢あしや喜楽苑｣開設
地上４階、地下１階、塔屋１階（延床面積5945.36㎡）■施 設
・特別養護老人ホーム(定員80人) ・ケアハウス（定員30人）■事業内容
・地域福祉センター（ｼｮｰﾄｽﾃｲ・ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ・訪問介護）
・在宅介護支援センター ・居宅介護支援事業所
・訪問介護ステーション ・生活支援型グループハウス
・芦屋市高齢者世話付住宅生活援助員(LSA)派遣事業 等
180人(常勤・非常勤含む)■職 員 数

主な活動状況 ■芦屋市高齢者世話付住宅(ｼﾙﾊﾞｰﾊｳｼﾞﾝｸﾞ)生活援助員(LSA)派遣事業
・南芦屋浜災害復興公営住宅（県・市営814戸、うちｼﾙﾊﾞｰ230戸）にLSAを派
遣(24時間常駐)し、生活相談、安否の確認、一時的な家事援助、緊急時の
対応等のサービスを提供。
・高齢者のふれあい交流事業等を行う芦屋市被災高齢者自立生活支援事業も
実施。

■生活支援型グループハウス「きらくえん倶楽部大桝町」の取り組み
・施設に入らずなるべく自立生活がしたい高齢者のために、個人のプライバ
シーを尊重した共同生活が行えるグループハウスを運営（定員17名 。）

■交流スペースを開放して地域との交流を推進
・入居者等の作品や地域住民の製作した押し花作品などを展示するギャラリ
ー、喫茶コーナーなどからなる地域交流スペースを地域に開放し、入居者
と地域住民との交流を推進（年間利用者は延べ約１万人以上 。）

■その他
・ホームヘルパー養成講座、介護ボランティア入門講座の実施 等

＜特別養護老人ホーム＞ ＜生活援助員（ＬＳＡ）の活動＞
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【復興の現状認識・課題・取り組み方策】

復 興 の ■被災地全体の復旧・復興
1.かなり速い 2. やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い現 状 認 識

■生活復興分野の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い

震災から９年近く経過して、高齢者支援の分野については、課題や問題点が※
多様化・複雑化している。

取り組みの ■「南芦屋浜団地入居者の生活に関するアンケート調査」からみた現状・課題
現状・課題 等（H13.11～12 あしや喜楽苑が日本福祉大学と共同で調査実施）

○病気、健康上の不安を抱える者が多い。
○団地内のコミュニティの欠如と閉じこもり傾向。
○病気を抱えている人は、同居家族によって辛うじて支えられている。
○南芦屋浜特有の立地環境の悪さ、生活利便施設の少なさ。
■継続的な支援の取り組み
・行政の支援者は、頻繁に人事異動で交代してしまうが、ＬＳＡやＳＣＳ等
は、震災後ずっと現場で継続的な支援に取り組んでいる。

■支援者の連絡会議を独自で開催
・南芦屋浜の復興公営住宅では、ＬＳＡ、基幹型・地域型両在宅介護支援セ
ンター（在介 、保健所、芦屋市の実務者で構成される「ＬＳＡ連絡会」）
を月２回開催している。地域型在介では、団地内の自治会、老人会等を対
象に、地域ケア会議を３ヶ月に１回程度の頻度で開催している。

■特別養護老人ホームの入所待ち期間の長期化
・特別養護老人ホームへの入所希望者は芦屋市内で400人以上もあり、入所
待ち期間が長期化している。

今後の取り ■「南芦屋浜団地入居者の生活に関するアンケート調査」からの提言
○疾病や健康に関する学習の場づくりや情報提供、支援のための体制づくり組 み 方 策
○高齢者の外出行動を支える交通システム(100円巡回バス等)の整備
○「食生活」や「家事」を支える食事サービス事業者や住民との連携
○「外出する意欲」を引き出す仕掛けづくりや「閉じこもり」をキャッチす
るネットワークづくり

「 」○災害復興公営住宅の集会所や空き室等を活用した 在宅介護支援センター
の設置 等

■SCSの配置など復興基金事業等の一般施策への移行
・SCSの配置やコミュニティプラザの設置・運営など復興基金等を活用した
時限的な制度は、国や県の既存制度を弾力的に活用し、一般施策として継
続する必要がある。マンパワーの雇用については、介護予防・生きがい活
動支援事業で対応することが望ましい。

■在宅介護の支援体制の充実
・施設入所は要介護度の高い高齢者が優先されがちであるので、可能な限り
在宅で生活できるような在宅介護の支援体制を充実させる必要がある。

■小規模グループハウスの設置
・在宅での生活に不安のある人のために、住み慣れた区域単位に、小規模グ
ループハウスの設置を推進することが望まれる。
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(2) 被災高齢者の生きがいづくりの取り組み

【調査団体の概要・活動状況】

団 体 名 ＨＡＴ神戸脇の浜しごとチーム

神戸市中央区脇浜海岸通3-2-7 脇の浜地域福祉センター内所 在 地

(平成15年６月)ＨＡＴ神戸脇の浜しごとチーム設立概 要 ■設 立
(平成15年11月)企業組合として認可
・ＨＡＴ神戸脇浜地区の自治会やまちづくり協議会等が中心にな■事業内容
って、地区の高齢者に雇用・就業機会を提供する。
・60歳以上で短時間(３時間程度)の仕事を希望している者が、企
業組合に登録し(組合員)、グループ単位で組合が行う仕事に就
く（登録者は現在13名 。）

■ 17名構 成 員

主な活動状況 ■「まちの便利屋」
・照明器具の取り替え等の電気・水道関係のメンテナンスや住まいの大工仕
事、引っ越しの手伝いなど、地域住民の住民による住民のための公益サー
ビス「まちの便利屋」の取り組みを開始。
・お年寄り向けに、最寄りの商店街から買い物を自宅まで運ぶサービスも開
始予定。

■生産者直結共同購買の取り組み
・篠山市西紀農協「黒豆の館 、兵庫丹但酪農農協「氷上牛乳センター」と」
連携して、産地直送の新鮮野菜朝市を、月２回程度実施。
・復興住宅内でパンフレットを配って注文を受け、野菜等を各戸に宅配。
・野菜市には、脇の浜団地(西部)のほか灘の浜団地(東部)からも購入に来る
者がありいずれも盛況。
・脇浜海岸通公園内の野菜市を開催場所は、復興基金事業の「被災地空き地
活用パイロット事業」の助成を受けて整備。

■古紙・空き缶等の資源回収
・脇浜地区は、公団、県営、市営、民間の住宅に合わせて2,000世帯以上が
住んでいるが、住民のリサイクル意識を高めるため、組合の事業として、
古紙・空き缶等の資源回収に取り組む予定。

＜ＨＡＴ神戸脇の浜団地＞ ＜野菜市＞
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【復興の現状認識・課題・取り組み方策】

復 興 の ■被災地全体の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い現 状 認 識

※災害復興公営住宅の整備などインフラ整備等の復興は速いが、産業・雇用
関係は、不景気等の影響で遅いと感じる。

■生活復興分野の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い

取り組みの ■団地入居者の高齢化と就労意識
・脇の浜団地の高齢者の割合は、全入居者の半分近くを占めており、かなり現状・課題
高齢化率が高くなっている。
・高齢者の中には、まだ再就労したいと思っている者が多くいる。

■高齢者の生きがいづくりの必要性
・現在の厳しい雇用情勢の下で、再就労できる高齢者はほとんどなく、地区
内では、昼間から飲酒をしている高齢者の姿もよく見受けられる。
・そのような高齢者の生きがいづくりを、どのようにして図っていくかが、
今後の大きな課題である。

■今後の継続的な取り組み
・しごとチームの取り組みは、ほとんど高齢者を中心に運営している。
・組合員の技能や経験を生かした、地域密着型の事業（コミュニティビジネ
ス）を目指していく予定。
、 、、・現在は 始まったばかりの取り組みを継続させていくことが大事である

いかにして今後とも継続的に事業を展開していけるかが課題である。

今後の取り ■高齢者の生きがいづくりへの支援の充実
、 、組 み 方 策 ・元気な高齢者に就労の場を提供したり 地域の中で何らかの役割を果たし

生きがいや喜びを感じることができるような場づくりやしくみづくりを進
めるとともに、そのような取り組みを行う団体・ＮＰＯ等に対する支援を
充実する必要がある。

■取り組みに対する運営ノウハウや活動資金等の支援
・高齢者の生きがいづくりの取り組みに対して、立ち上げ期における事業の
運営ノウハウの提供や、継続的に活動を展開していけるような活動資金の
助成など、各方面からの幅広い支援が必要である。
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(3) 地域団体によるコミュニティづくりの取り組み

【調査団体の概要・活動状況】

団 体 名 西明石南町自治会（西明石南町活性化委員会）

明石市西明石南町所 在 地

(昭和37年)西明石南町のコミュニティ活性化を図るために、７つ概 要 ■設 立
の地区からなる自治会を結成。

(平成５年)商店街が中心になって西明石南町活性化委員会を立ち
上げ。

■ 約830世帯構成世帯

主な活動状況 ■活性化委員会の取り組み
・自治会は、社会・高年・青少年・環境・防犯防火など９部会を設置し、西
明石まつりや地蔵盆、廃品回収、町内清掃、クラブサークル活動等の事業
を行っているほか、西明石南町活性化委員会が、まちの賑わいを取り戻す
ための活動に取り組んでいる。
・まちづくりニュースの発行 ・まちづくり会議の開催
・先進地視察 ・夜店 ・大輪投げ大会
・まちなみ・ひとネット分科会 等

■まちなみ・ひとネット分科会
・西明石南町を元気にしていくアイデアを出し合うため、計８回(平成14年
度)にわたって、自由な発想で意見交換を行った。
・単にアイデア出しにとどまらず、駅南広場の活用など、まちづくり情報や
元気ある姿をどんどん発信するという目標を掲げて取り組んでいる。
コミュニティ活動拠点としての駅南広場の整備・活用■
・平成14年10月に、ＪＲ西明石駅南側の明石市土地開発公社所有地の一部を
活用し、地域コミュニティの活動拠点として駅南広場を整備（被災地空き
地活用パイロット事業 。）
・花壇づくりや手入れ、ゲートボールなど、地域の高齢者の生きがいづくり
や地域住民の交流の場として活用されている。
・平成15年６月には、子どもからお年寄りまで参加できる大輪投げ大会、10
月には町内をあげて取り組む西明石まつり（子ども相撲大会も実施）を開
催し、多数の参加者があり盛況であった。

＜花壇づくり＞ ＜子ども相撲大会＞
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【復興の現状認識・課題・取り組み方策】

復 興 の ■被災地全体の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い現 状 認 識

■生活復興分野の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い

※高齢者対策や空き地の活用等が地域の課題となっている。

取り組みの ■地域の復興状況
、 、現状・課題 ・明石市内で被災の大きかった地域の西端にあたり 震災時は建物が倒壊し

平成10年まで仮設住宅が建てられていた。
・震災から５年を経過した頃からは、被害の大きかった神戸市などと比べる
と、震災復興を日常で意識することは少なくなった。
・震災によって家屋が取り壊されたままの空き地も日常風景になってしまっ
ており、地域の活性化にも少なからず影響している。
・被害の大きかった地域では、震災前には約900世帯が住んでいたが、現在
は約830世帯に減少している。
・今年になって、商店街の店舗が既に数件廃業している。後継者がいないこ
とのほか、震災後、地域の人口が減少していることが影響していると考え
られる。
地域における高齢者の見守り活動■
・町内では一人暮らしの高齢者が多くなってきており、自治会で見守り活動
等に取り組んでいる。
・民生委員を中心に、高齢者への給食サービス（社協委託事業）などを行う
ボランティアグループを結成して活動している。空き店舗を活用した事務
所には、話し相手を求めて訪ねてくる高齢者が多い。
・地域における高齢者の見守りは、震災復興の課題というよりは、全国的な
今後の課題であると認識している。

今後の取り ■地域団体、支援者、行政が連携した高齢者の見守り
・高齢者の見守りについては、自治会・高年クラブ・ボランティアグループ組 み 方 策
などの地元団体や民生委員・ホームヘルパー・保健師などの支援者、行政
が緊密に連携して取り組んでいくことが重要である。
地域のコミュニティ活動の拠点づくりとその活用■
・ 元気！げんき！西明石」を合い言葉に 「駅南広場」を積極的に活用し、「 、
多くの住民の参加による地域コミュニティの活性化につなげていく予定で
ある。このような地域のコミュニティ活動を促進するための拠点づくりや
そこを活用した地域のコミュニティ活動に対する助成等の支援が必要であ
る。
その他■

、 、・平成16・17年度に ＪＲ西明石駅にエレベーターが設置される予定であり
ＪＲ線南北間の人の往来が増えることが期待され、それを商店街の賑わい
につなげる必要がある。
・震災のために進展がない西明石地区の再整備の方向付けについて、今後、
明石市と協議を進めていく必要がある。
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２．産業復興

(1) 中小企業の経営革新の取り組み

【調査団体の概要・活動状況】

団 体 名 クリーンテックス・ジャパン株式会社

神戸市西区高塚台2-1-11所 在 地

(昭和55年)米国クリーンテックス社の日本法人として設立。概 要 ■設 立
■ 2,750万円資 本 金

業務用レンタルマット(ダストコントロールマット)の製造・販売■業務内容
138人■従業員数

主な活動状況 ■「ひょうご経営革新賞大賞」 を受賞＊

・平成15年３月に、兵庫県から「ひょうご経営革新賞大賞」を受賞した。
・評価された点は、①経営改善活動における経営者の卓越したリーダーシッ
プ、②顧客支援サービスの充実など徹底した顧客志向への取り組み、③組
織的能力向上のための従業員能力開発。
＊兵庫県が実施する中小企業参加型の表彰制度で、中小企業経営の質の向上を目的。優

れた製品/サービス・技術を生み出す経営の仕組みと実践を重視。

震災後の地域での取り組み■
・震災後、社内教育の一環で、ボランティアを開始し、炊き出しや仮設住宅
への引っ越しの手伝い等を行った。現在でも、福祉施設の慰問や地域の清
掃活動(月２回程度)を続けている。
ＩＳＯ取得の取り組み■
・ISO9001（品質マネジメントシステム規格）とISO14001（環境マネジメン
トシステム規格）を取得。
・製品の開発にあたっては、マットの原料にペットボトルを使用するなど資
源の再利用や環境保全を念頭に置いている。

＜会社全景＞ ＜ダストコントロールマット＞
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【復興の現状認識・課題・取り組み方策】

復 興 の ■被災地全体の復旧・復興
1.かなり速い 2. やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い現 状 認 識

■産業復興分野の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い

※地場産業等では、震災で被害を受けた工場の再生が出来ずに未だ立ち直れ
。ない企業が見受けられる

取り組みの ■プロダクト・アウトからマーケット・インへ
・売り上げ（プロダクト）を目的とするのではなく、顧客（マーケット）の現状・課題
満足度を大切にしていくことが、これからの企業が生き残っていく上で重
要なポイントと考えている。
・顧客満足度が向上すれば、売り上げは後からついてくる。そういう意識を
持つことが重要である。

行政の補助制度の問題点■
・中小企業への支援制度は多くあり有り難いが、もう少し提出書類の簡素化
や条件面の緩和が必要な面がある。

今後の取り ■ベンチャー企業への支援制度の改善
・各種支援制度にかかる申請書類の簡略化や手続きのスピードアップを図っ組 み 方 策
たり、企業がほとんど利用しないような制度は、廃止するなど、予算を有
効に使うことが望まれる。
・制度の趣旨や目的に照らして、企業が支援制度を活用しやすいような制度
運用を行うことが望まれる。

企業の成長力等を評価する融資制度のあり方の検討■
・銀行融資による資金調達が非常に厳しい状況にあるため、成長が期待でき
るベンチャー企業に対する金融支援を充実させていくことが重要である。
・これまでの一律的な審査基準による融資制度ではなく、企業の成長力や将
来性等の重点的な評価による無担保融資あるいは低利融資等の金融支援制
度であれば、もっと活用が期待できる。

その他■
・大規模災害時には「情報」が最も重要である。非常時には、携帯電話等と
は別の緊急用の電波を確保する必要がある。
・非常時における企業の役割は重要であり、日頃の消防訓練等の際に、地震
等の大規模災害時の訓練も併せて行うと効果的であると考えられる。
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(2) 被災商店街の活性化の取り組み

【調査団体の概要・活動状況】

団 体 名 西宮中央商店街振興組合

西宮市馬場町4-24所 在 地

昭和44年、阪神電鉄西宮駅南側の商店・市場の発展を目的とし概 要 ■設 立
て、商店街組合を結成。
74店舗■加入店舗数

主な活動状況 ■複合再開発ビル完成に合わせた新たな取り組み
・複合再開発ビル「エイヴィスタワー西宮」の完成に合わせて、太陽の光が
降り注ぐ明るいイメージと西宮神社の門前商店街として栄えた歴史から、
新しい通称名「ＥＢＩＳＵ ＳＵＮ ＲＯＡＤ（えべっさんロード 」と）
名付け、親しみやすい商店街を目指している。
・震災後一部残っていた老朽化したアーケードを完全撤去して、青空の見え
るショッピングモールとしてイメージを一新し、新規店舗の誘致に取り組
んでいる。
・現在は、商店街の路面を桜色の石畳にする工事を、来春完成を目指して進
めている。
大時計をモニュメントとして保存■
・アーケード撤去を機に、震災の衝撃で「５時46分」を刻んだまま止まった
大時計を、モニュメントとして保存することにした。

、 、・震災の記憶を引きずりたくないとの声もあったが 被災商店街だからこそ
過去を忘れてはならないとの思いから保存を決定した。
コミュニティ広場を活用したにぎわいづくり■
・商店街の中にある震災後空き地となった土地（約100㎡）を活用して 「コ、
ミュニティ広場」を整備し、商店街のにぎわいづくりのための活動を展開
している。
・オープニングイベントの「クリスマスフェスタ」では、アカペラコンサー
トや松ぼっくりやビーズを使ったミニクリスマスツリーの講習会等を開催
したほか、かつての商店街のにぎわいを紹介した「昔 写真展」やもちつ
き大会、ガーデニング講習会等を実施している。

＜商店街の風景＞ ＜コミュニティ広場＞
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【復興の現状認識・課題・取り組み方策】

復 興 の ■被災地全体の復旧・復興
1.かなり速い 2. やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い現 状 認 識

■産業復興分野の復旧・復興
1.かなり速い 2.やや速い 3.どちらともいえない 4.やや遅い 5.かなり遅い

。※インフラ整備は速いが、産業・雇用面は、景気の影響もあって遅い

取り組みの ■震災後の商店街の状況
・震災前には100店舗以上あったが、震災によって全体の半分近い店舗が倒現状・課題
壊した。
・震災後は、毎年数店ずつ閉店しており、現在は、全盛期の約３分の１の74
店舗である。

顧客は地元商店街から他地区の大規模店舗へ■
・周辺地域には、マンションが多く建設されたため、地域の人口は、震災前
を上回っているが、地元の商店街よりも、他の地区の大型店舗等で買い物
をする傾向が強くなっている。
・商店街には、空き店舗が増加しているが、新たに空き店舗で開店しようと
する店舗は数店にとどまっている。
・商店街組合に加盟している店舗数が減っているので、組合の活動基盤も弱
体化している。

各種助成制度の活用■
・まちづくりの専門家のアドバイスを受けながら、商店街の活性化に向けた
取り組みを行っている。
・かつての商店街のにぎわいを呼び戻すためのイベントを、県や市の各種助
成制度を活用して実施している。
・商店街活性化のための各種助成制度は、有益であるものの、その助成条件
や手続きが煩雑である。

今後の取り ■独自性や他との差別化による商店街の活性化
・震災後、ＪＲ西宮駅周辺整備を契機として、駅前周辺の店舗数が大きく増組 み 方 策
加したように、現在行っている商店街のリニューアルが、商店街に人の流
れが戻ってくる契機となるように、さまざまな取り組みを行っていく必要
がある。
・他の店にはないその店独自の商品を積極的にアピールしたり、きめ細かな
サービスを付加するなど、他地区の商店街や店舗との差別化を図っていく
ことが重要である。

復興基金事業の一般施策化■
・これまで復興基金を財源として行ってきた商店街の復興に対する助成制度
は、復興基金終了後も、一般施策として継続することが望まれる。
・商店街活性化の各種助成制度については、条件の緩和や手続きの簡素化が
望まれる。


